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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第128期 第129期 第130期 第131期 第132期

決算年月 平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月

売上高 （百万円） 42,955 39,852 38,173 39,056 37,771

経常利益 （百万円） 61 439 432 395 375

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） △94 94 81 140 121

包括利益 （百万円） ― ― ― ― 49

純資産額 （百万円） 11,675 11,582 11,495 11,565 11,492

総資産額 （百万円） 29,911 27,808 27,430 26,092 28,634

１株当たり純資産額 （円） 653.87 648.41 643.97 648.21 644.35

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △5.29 5.32 4.56 7.92 6.82

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 39.0 41.6 41.8 44.2 40.0

自己資本利益率 （％） ― 0.8 0.7 1.2 1.1

株価収益率 （倍） ― 40.0 26.3 24.0 28.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,774 369 1,235 970 △490

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,789 △316 △165 △1,294 341

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △181 △91 △44 △278 △167

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 2,085 2,049 3,054 2,466 2,142

従業員数 （人） 612 658 651 639 638

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．第128期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失のため記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．第130期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため第

129期以前についても百万円単位に組替え表示しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第128期 第129期 第130期 第131期 第132期
決算年月 平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月

売上高 （百万円） 42,686 39,415 37,832 38,642 37,607

経常利益 （百万円） 51 417 404 402 364

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） △103 84 126 148 117

資本金 （百万円） 1,520 1,520 1,520 1,520 1,520

発行済株式総数 （千株） 17,940 17,940 17,940 17,940 17,940

純資産額 （百万円） 11,665 11,548 11,522 11,591 11,560

総資産額 （百万円） 29,400 27,462 27,087 25,777 28,311

１株当たり純資産額 （円） 653.89 647.71 646.78 650.95 649.76

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当

額）

（円）
5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

7.00

(―)

5.00

(―)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △5.82 4.74 7.08 8.34 6.58

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 39.7 42.1 42.5 45.0 40.8

自己資本利益率 （％） ― 0.7 1.1 1.3 1.0

株価収益率 （倍） ― 44.9 16.9 22.8 29.6

配当性向 （％） ― 105.5 70.6 83.9 76.0

従業員数 （人） 542 568 566 554 558

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．第128期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失のため記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．第130期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため第

129期以前についても百万円単位に組替え表示しております。

５．第131期の１株当たり配当額には、創業100周年記念配当２円を含んでおります。　
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２【沿革】

大正６年６月 明治43年３月創業の弘電舎の業務一切を承継し、各種電気工事の設計、施工、請負を目的とする株式会社弘

電社を大正６年６月に設立し、本社を東京市京橋区采女町に置く

大正７年６月 北海道支社を開設（現　株式会社北弘電社）

昭和２年10月朝鮮支社開設

昭和３年４月 土浦営業所開設（現　東関東支店）

昭和９年６月 満州支社開設

昭和13年７月埼玉営業所開設（現　北関東支店）

昭和14年６月華北支社、上海出張所開設

昭和20年８月終戦と同時に海外の支社、出張所閉鎖

昭和23年６月千葉営業所開設（現　千葉支店）

昭和24年10月建設業法により建設大臣登録(イ）第315号の登録

昭和26年６月三菱電機株式会社が資本参加し、同社の子会社となる

北海道支社を株式会社北弘電社に営業譲渡

昭和27年３月大阪、名古屋、東北支社開設（現　大阪支店、名古屋支店、東北支店）

昭和30年４月水戸営業所開設（現　茨城支店）

昭和35年３月弘電工事株式会社（現　連結子会社）を設立

昭和37年７月東京証券取引所市場第二部に株式上場

昭和39年２月横浜支社開設（現　横浜支店）

昭和42年８月九州支社開設（現　九州支店）

昭和45年６月三菱電機株式会社の流通機構改革に伴い家庭電器製品の販売部門を南埼玉三菱電機商品販売㈱他５社に営

業譲渡

昭和55年１月三菱電機株式会社の北関東地区における機器製品販路整備に伴い、南埼玉三菱電機商品販売㈱他３社から

機器部門の営業譲り受け

平成５年６月 中国支店開設

平成７年11月株式会社弘電テクノス（現　連結子会社）を設立

平成10年４月北京事務所開設

平成15年１月弘電社技術諮問（北京）有限公司（現　連結子会社）を設立（現　弘電社機電工程（北京）有限公司）

平成20年11月弘電社物業管理（北京）有限公司（現　連結子会社）を設立

平成22年３月創業100周年
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社４社、親会社、親会社の子会社２社で構成され、電気設備工事事業（屋内線工事、

送電線工事、発変電工事、通信工事、空調工事の設計・施工・請負）並びに商品販売事業（汎用電気機器、産業用電気

・電子機器、冷熱住設機器、昇降機等の販売）を主な事業として事業活動を展開をしております。

当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。なお、セグメントと同一の区分であります。

　

電気設備工事事業 　　 当社の受注した電気設備工事の一部につき、その施工の一部を子会社の弘電工事株式会社、株

式会社弘電テクノス、弘電社機電工程(北京)有限公司に、設計積算等業務の一部を子会社弘

電社機電工程(北京)有限公司に、機器の一部については親会社三菱電機株式会社に発注して

おります。また、工事の一部につき、親会社三菱電機株式会社より受注しております。

　

商品販売事業　 　　　 親会社三菱電機株式会社との代理店契約・特約店契約等に基づき、同社の製造する商品を当社が

仕入・販売しており、また、同社子会社である三菱電機住環境システムズ株式会社等より、親

会社三菱電機株式会社の製造する住宅設備機器及び冷熱住設機器等を当社が仕入・販売し

ております。

　

事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所有（被所
有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割
合（％）

（親会社） 　 　 　 　 　 　

三菱電機㈱

（注）１、２

東京都

千代田区
175,820

電気機械器具

製造販売
―

51.8

(0.4)

電気設備工事の受注並びに商品

の仕入

役員の兼任　２名、転籍　５名

（連結子会社） 　 　 　 　 　 　

弘電工事㈱

（注）３、４

東京都

中央区
20電気設備工事 47.5 ―

電気設備工事の発注

役員の兼任　１名

㈱弘電テクノス

（注）３

東京都

中央区
10電気設備工事 100.0 ― 電気設備工事の発注

弘電社機電工程

（北京）有限公司

（注）３

中国

北京市
100万ＵＳ＄ 電気設備工事 100.0 ―

設計積算業務の委託

役員の兼任　２名

弘電社物業管理

（北京）有限公司

（注）３、５

中国

北京市
470電気設備工事 100.0 ― 役員の兼任　１名

（注）１．親会社の議決権の所有（被所有）割合欄の（内書）は間接所有であります。

　　　２．有価証券報告書を提出しております。

　　　３．主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

４．持分は、100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

５．特定子会社に該当しております。

　

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

電気設備工事 504

商品販売 79

全社共通 55

合計 638

（注）　従業員数は就業人員であります。
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(2）提出会社の状況

　 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

558 43.7 17.6 6,354,392

　

セグメントの名称 従業員数（人）

電気設備工事 433

商品販売 79

全社共通 46

合計 558

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3）労働組合の状況

　弘電社労働組合と称し、昭和38年１月10日結成され、平成23年３月31日現在の組合員数は278人であり、上部団体に

は所属しておりません。

　なお、会社と組合の関係においては、結成以来安定しております。

　また、子会社には労働組合はありません。
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第２【事業の状況】
（注）　「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

　

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策による個人消費の回復と新興国の高い経済成長率に支えら

れた輸出関連企業を中心とした企業業績の向上はありましたが、急激な円高や原油高等により、雇用・所得の改善に

は至らず、総じて厳しい経済情勢で推移いたしました。さらに、今回の東日本大震災による被害により、景気の先行き

不透明感が増大いたしました。

当業界におきましても、民間の建設設備投資には若干の回復傾向が見られるものの、公共投資は依然減少傾向が続

き、また受注競争激化に伴う利益率の低下など、厳しい事業環境で推移いたしました。

この様な厳しい経営環境の中、当社グループ全体で取り組んでおります「ＫＣＩ(弘電社 コスト イノベーション)

活動」により、施工方法の改善、施工品質の向上等による工事原価低減策や資材コストの圧縮、固定費削減策等の諸施

策を強力に推進いたしましたが、売上高は完成工事高の減少により、377億71百万円（対前年同期比3.3％減）と前年

を下回り、損益につきましても、年度初に見込んだ利益に対し、増加いたしましたが、営業利益は３億37百万円（対前

年同期比7.4％減）となり、経常利益も３億75百万円（対前年同期比5.1％減）、当期純利益は１億21百万円（対前年

同期比14.0％減）となりました。　

各セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①電気設備工事事業

電気設備工事事業は、顧客密着型の営業活動と採算性を重視した受注確保を最重要課題として活動してまいりまし

た結果、受注工事高は273億74百万円（対前年同期比7.5％増）となりました。一方、完成工事高は大型物件の減少等に

より、290億78百万円（対前年同期比7.1％減）となりました。

②商品販売事業　

商品販売事業は、企業の設備投資や政府による経済対策及び猛暑の影響で、主力の機器品、冷熱住設品等の売上げが

大きく伸長し、商品売上高は86億92百万円（対前年同期比12.3％増）と前年を上回りました。

　　

(2）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は21億42百万円となり、前連

結会計年度末より３億23百万円減少となりました。

各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動による資金の減少は４億90百万円となりました。これは主に税金等調整前当期純利益３億94百万円、退職

給付引当金の増加額６億99百万円、前払年金費用の増加額７億86百万円、売上債権の増加額23億61百万円、仕入債務の

増加額19億47百万円、未払消費税等の減少額３億61百万円等によるものであります。

また、前連結会計年度と比べ14億61百万円の減少となりました。

　

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動による資金の増加は３億41百万円となりました。これは主に貸付金の回収による収入５億48百万円、定期

預金の預入による支出１億円54百万円等によるものであります。

また、前連結会計年度と比べ16億36百万円の増加となりました。

　　　　

      財務活動によるキャッシュ・フロー      

財務活動による資金の減少は１億67百万円となりました。これは主に配当金の支払額１億13百万円、短期借入金の

純減額40百万円等によるものであります。

また、前連結会計年度と比べ１億11百万円の増加となりました。　
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

セグメントの名称

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（百万円）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（百万円）

前年同期比（％）

商品販売 6,594 7,448 12.9

合計 6,594 7,448 12.9

（注）　電気設備工事には仕入実績はありません。

　

(2）受注実績

セグメントの名称

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（百万円）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（百万円）

前年同期比（％）

電気設備工事 25,469 27,374 7.5

合計 25,469 27,374 7.5

　

(3）売上実績

セグメントの名称

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（百万円）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（百万円）

前年同期比（％）

電気設備工事 31,317 29,078 △7.1

商品販売 7,738 8,692 12.3

合計 39,056 37,771 △3.3

（注）　主な相手先の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

三菱電機㈱ 4,292 11.0 6,298 16.7
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　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

電気設備工事における受注工事高及び完成工事高の状況

①　受注工事高、完成工事高及び次期繰越工事高

期別 区分
前期繰越
工事高
（百万円）

当期受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

当期完成
工事高
（百万円）

次期繰越
工事高
（百万円）

前事業年度

（自　平成21年４月１日

　　至　平成22年３月31日）

屋内線工事 17,669 19,269 36,939 24,449 12,489

その他工事 2,328 5,930 8,259 6,455 1,804

計 19,998 25,200 45,198 30,904 14,293

当事業年度

（自　平成22年４月１日

　　至　平成23年３月31日）

屋内線工事 12,489 21,276 33,765 22,556 11,209

その他工事 1,804 5,957 7,761 6,357 1,403

計 14,293 27,233 41,527 28,914 12,613

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、当期受注工事高にその増

減額を含んでおります。したがって、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２．次期繰越工事高は（前期繰越工事高＋当期受注工事高－当期完成工事高）であります。

３．その他工事は、送電線工事、発変電工事、通信工事、空調工事であります。

　

②　受注工事高の受注方法別比率

　工事受注方法は、特命と競争に大別されます。

期別 区分 特命（％） 競争（％） 合計（％）

　
前事業年度　

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　

屋内線工事 37.3 62.7 100

その他工事 18.0 82.0 100

　
当事業年度　

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　

屋内線工事 32.2 67.8 100

その他工事 14.7 85.3 100

（注）　百分比は請負金額比であります。

　

EDINET提出書類

株式会社弘電社(E02569)

有価証券報告書

 10/104



③　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

　
前事業年度　

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　

屋内線工事 3,093 21,356 24,449

その他工事 275 6,179 6,455

計 3,369 27,535 30,904

　
当事業年度　

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　

屋内線工事 2,263 20,292 22,556

その他工事 721 5,636 6,357

計 2,985 25,929 28,914

（注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前事業年度請負金額３億円以上の主なもの

三菱地所㈱ ・ランドマークタワー防災・中央監視設備更新工事　

清水建設㈱ ・東京大学（海洋研）総合研究棟施設整備工事

東急建設㈱ ・帝京大学千住キャンパス新設工事に伴う電気設備工事

北関東防衛局 ・防医大（19）病棟新設通信工事

三菱電機㈱ ・浮間水再生センター発電設備整備工事

当事業年度請負金額３億円以上の主なもの

戸田建設㈱ ・有明南プロジェクト　

三菱電機㈱ ・平成21年度大月町地域情報通信基盤整備工場

国土交通省大阪航空局 ・福岡空港滑走路中心線灯改良その他工事

三菱地所ビルマネジメント㈱ ・三菱ＵＦＪ信託銀行本店ビル発電機増設工事

国立大学法人九州大学　 ・九州大学（伊都）次世代エネルギー実証施設（発電設備他）電気設備工事

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。

前事業年度 三菱地所㈱

三菱電機㈱　

4,852百万円　

4,292百万円　

15.7％　

13.9％　

当事業年度 三菱電機㈱　 6,298百万円 21.8％　

　

④　次期繰越工事高　（平成23年３月31日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

屋内線工事 3,192 8,016 11,209

その他工事 0 1,403 1,403

計 3,193 9,419 12,613

　（注）　次期繰越工事のうち請負金額３億円以上の主なものは、次のとおりであります。　 　　　

鹿島建設㈱　 ・（仮称）晴海二丁目第２－４街区計画新築工事 平成24年２月完成予定

清水建設㈱
・日本赤十字社　関東甲信越血液センター埼玉製造所

　建設工事
平成23年７月完成予定

国立障害者リハビリ

テーションセンター

・国立障害者リハビリテーションセンター病院等

　整備工事
平成27年２月完成予定

三菱電機㈱ ・伊丹地区スマートグリッド電力ケーブル布設工事 平成23年５月完成予定

丸の内熱供給㈱
・大手町地区（仮称）大手町第２地区サブプラント

　新設工事の内電気設備工事
平成24年９月完成予定
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３【対処すべき課題】

今後の見通しといたしましては、東日本大震災による被害により、電力不足が予想され、企業活動の停滞や個人消

費の冷え込みなど、国内経済への影響は図り知れず、景気の先行き不透明感は増大するものと思われます。

このような事業環境の中、当社では引き続き「ＫＣＩ(弘電社 コスト イノベーション)活動」を推進し、強固な経

営基盤、安定した収益、事業の成長を実現するため経営改革・事業革新を断行していくとともに、インフラの一端を担

う企業として、顧客の立場に立ち復興支援を強く推し進めていく所存であります。

また、平成22年４月にリニューアル事業部を設立し、顧客のリニューアル・ニーズに迅速に対応することとしてき

ましたが、今後も、新築案件が減少していく中、リニューアル事業の拡大に努めてまいりますとともに、環境事業であ

るバッテリードック事業の推進を図ってまいります。さらに、海外においては中国現地法人「弘電社機電工程(北京)

有限公司」及び「弘電社物業管理(北京)有限公司」による建設技術コンサルタント事業・総合設備請負工事事業及

び建物賃貸事業・ビルメンテナンス事業等の着実な進展を図ってまいります。

以上のように、当社グループは安定した受注・売上・利益の確保ができる体制とすることで、企業価値の維持・向

上を図り、技術と創造力で、より豊かな人間社会の実現に貢献する企業グループを目指し、今後とも邁進する所存であ

ります。

　

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成23年６月29日）現在において当社グループが

判断したものであります。

（１）海外投資について

　当社グループは経済成長の続く中国において、総合設備請負工事事業、内装工事事業及びグループ内からの設計・

積算業務委託並びに日系企業等への建設技術コンサルタント事業等を事業目的とした100％子会社の弘電社機電工

程（北京）有限公司と建物賃貸事業、ビルメンテナンス事業等を事業目的とした弘電社物業管理（北京）有限公司

を中華人民共和国北京市に設立し事業を展開しています。しかしながら、為替変動や人件費の高騰、日系企業の投資

抑制等、建設需要が冷え込む可能性があります。また、法的規制や変更、商習慣、慣習の違い、雇用問題等不測の事態

が発生した場合、経営状態が大きく変動する可能性があるなど、カントリーリスクが存在しています。

　

（２）景気変動について

　当社グループは、ＣＡＤセンターによる現場業務の効率化や中国子会社での設計・積算業務の推進によるコスト

低減を図ることにより価格対応力を高め、受注活動を有利に導き目標達成を図ることとしています。しかしながら、

景気動向により民間需要の冷え込みや公共投資の縮小による当社グループの受注量の減少、また、受注競争激化に

よる粗利率の低下により、当社の業績に悪影響が出る可能性があります。さらに、東日本大震災により、景気が変動

し、当社の業績が影響を受ける場合があります。

　

（３）親会社の業績変動について

　当社の親会社は三菱電機株式会社であり、当連結会計年度末現在、当社議決権の51.8％(間接所有分0.4％を含む)

を所有しております。

　当社グループは親会社より当連結会計年度において56億15百万円の工事を受注しており、当社グループの全受注

工事高の20.5％を占めています。親会社の経営成績の状態及び設備投資状況は、当社グループの経営成績に大きく

影響を与える可能性があります。

　

（４）退職給付債務について

　従業員退職給付費用及び債務は、割引率、年金資金長期収益等、数理計算上で設定され、割引率の低下等実際の結果

が前提条件と異なる場合、当初算出された費用及び債務に影響を及ぼします。

　また、当社においては、三菱電機株式会社グループ会社共同実施の確定給付企業年金制度のほか、退職給付信託を

設定し年金資産の運用を行っており、割引率低下や年金資産運用利回りの悪化は、業績と財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

　

（５）工事損失引当金について

　厳しい受注環境が続く中、受注価格の下落が今後も続き損失が見込まれる工事の受注が生じた場合には、工事損失

引当金を計上することにより業績に悪影響が生じる可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

（提出会社）

　主な代理店契約等は次のとおりであります。

相手先 契約の種類 主要取扱商品 契約期間 備考

三菱電機株式会社 販売代理店契約

誘導電動機、変圧器

インバーター、シーケンサー

昭和59年４月１日から

１ヶ年
自動更新

無停電電源装置
平成４年11月１日から

１ヶ年
〃

三菱電機株式会社

三菱電機ビルテクノ

サービス株式会社　

販売特約店契約
エレベーター、エスカレーター

ビル遠隔監視システム

平成21年４月１日から

１ヶ年
〃

三菱電機住環境

システムズ㈱
販売代理店契約 空調機器、冷熱機器、冷凍機

平成17年４月１日から

１ヶ年
〃

　

６【研究開発活動】

当社グループは、総合電気工事業として企業基盤を確固たるものにするため、毎年度新技術、新工法、新材料等の導入

及び開発を積極的に進めると共に、システムエンジニアリングを軸とした関連技術の複合化、高度化のための各種応用

研究開発を実施しております。

当連結会計年度は、従前から実施している太陽光及び風力発電など、新エネルギー利用技術の動向調査研究に加え、

環境負荷低減への寄与を狙ったバッテリードック事業に係る評価検証を継続実施し、同事業の展開並びに定着化に対

する支援を図っております。

　なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は、10百万円であります。

　また、各セグメント別の主要な成果は、下記のとおりであります。

　

（１）電気設備工事

① 情報通信及びネットワーク関連技術の動向調査研究と施工課題の検討

② 太陽光及び風力発電等、新エネルギー利用技術の動向調査研究と施工課題の検討

③ 蓄電池のリユース処理に係る評価検証技術の調査研究

④ 工事原価策定及び管理業務の省力を目的とした原価管理システムの改良開発

⑤ その他、施工に係る生産性改善、環境問題対策、安全性向上を狙った工法改良開発

　　 なお、研究開発費の金額は、10百万円であります。

　

（２）商品販売

   研究開発活動は、特段行われておりません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成23年６月29日）現在において当社グループが判断

したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成

されております。この連結財務諸表の作成にあたって、連結決算日における資産・負債の報告数値及び報告期間に

おける収入・費用の報告数値等に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。このため、貸倒債

権、棚卸資産、投資、法人税等、退職金等の見積り及び仮定設定の判断に対して、過去の実績や状況に応じ合理的と考

えられる様々な要因に基づき、継続して評価を行っております。

　実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　当社グループは、特に以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務諸表の作成において使用される当社の重

要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。

①　収益の認識

　当社グループの売上高は、電気設備工事の請負と商品の販売に大別されております。

　電気設備工事の請負に関しては、工事契約に関する会計基準を適用し、工事進行基準と工事完成基準により売上

（完成工事高）を計上しております。

　当社グループの主要事業である電気設備工事は、工期が年度末に集中するため、売上高の計上が年度末に集中す

る傾向があり、当社グループの売上高等は下期偏重となっております。また、工事案件の受注・完成時期により受

注・売上業績が大きく影響を受けます。

　また、費用収益対応の原則により一部原価の見積計上を行っておりますが、見積り特有の不確実性が内在するた

め、実績との差額が発生する可能性があります。

　商品の販売（商品売上高）に関しては、原則として、注文書に基づき顧客に対して製品が出荷された時点で売上

を計上しております。例外的に、据付・調整・試運転・官庁検査等が要求されている場合には顧客が当社グルー

プの製品を検収した時点で売上を計上しております。

　

②　貸倒引当金

　当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。

　なお、顧客の財政状態が悪化し、その支払能力が低下し回収に懸念が生じた場合、追加の引当金計上が必要とな

る可能性があります。

　

③　投資の減損

（株式）

　当社グループは、長期的な取引関係の維持のために、特定の顧客及び金融機関に対する株式を所有しております。

これらの株式には価格変動性が高い公開会社の株式と、株価の算定が困難である非公開会社の株式が含まれてお

ります。当社グループは公開会社の株式の場合、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、個別銘柄毎に回復可能性を考慮して必要と認められた額を

減損処理しております。回復可能性の判断は、主に過去１年間の株価の状況によっております。非公開会社への投

資の場合、それらの会社の純資産額により算定した株価が、取得原価に対し50％以上下落した場合には全て減損計

上しております。当連結会計年度において、減損計上を行ったのは２銘柄であります。また、当連結会計年度末にお

ける保有株式の簿価に反映されていない損失の金額は僅少であります。

　

（ゴルフ会員権）

　当社グループの保有しているゴルフ会員権については、投資価値の下落が一時的でないと判断した場合、投資の減

損を計上しております。

　ゴルフ会員権への投資の場合、期末において時価が取得価額より50％下落した場合、減損計上しております。当連

結会計年度において減損計上を行ったのは２銘柄であります。また、当連結会計年度末におけるゴルフ会員権の簿

価に反映されていない損失の金額は僅少であります。

　

　なお、保有する株式等については、市況悪化または投資先の業績不振により投資簿価の回収が困難と判断した場

合、当該回収不能額の評価損計上が必要となる可能性があります。
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④　繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産について、回収可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当額を

計上しております。評価性引当額は、繰延税金資産の回収可能性を検討した上で、スケジューリング不能なものに

対して計上しており、当連結会計年度末において当該引当額を計上したものは、減損損失、投資有価証券評価損及

び貸倒引当金が主なものであります。

　

(2）今期の経営成績の分析

①　概要

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策による個人消費の回復と新興国の高い経済成長率に支

えられた輸出関連企業を中心とした企業業績の向上はありましたが、急激な円高や原油高等により、雇用・所得

の改善には至らず、総じて厳しい経済情勢で推移し、さらに、今回の東日本大震災による被害により、景気の先

行き不透明感が増大しました。

　民間の建設設備投資には若干の回復傾向が見られるものの、公共投資は依然減少傾向が続き、また受注競争激

化に伴う利益率の低下など、厳しい事業環境で推移しましたが、顧客密着型の営業活動と採算性を重視した受注

確保を最重要課題として活動した結果、工事受注高は前連結会計年度に比べ7.5％増加の273億74百万円となりま

した。

　

②　売上高

　完成工事高は、前連結会計年度に比べ7.1％減少の290億78百万円となりました。

　商品売上高は、前連結会計年度に比べ12.3％増加の86億92百万円となりました。

　

③　経常損益

　売上高は増加しましたが、前連結会計年度より減少の３億75百万円となりました。

　

④　特別利益及び特別損失

　特別利益は固定資産の売却益４百万円、役員退職慰労引当金取崩益19百万円及び貸倒引当金戻入額21百万円の

計上であります。

　特別損失は固定資産の減損損失13百万円及び災害による損失12百万円の計上であります。

　

⑤　法人税等

　法人税等は、前連結会計年度より増加の２億73百万円となりました。

　

⑥　少数株主損益

　連結子会社弘電工事株式会社の少数株主に帰属する損益からなり、当連結会年度は少数株主損失となりました。

　

⑦　当期純損益

　当連結会計年度は当期純利益121百万円となりました。１株当たりの当期純利益は6.82円となりました。
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(3）流動性及び資金の状況

①　キャッシュ・フロー

　キャッシュ・フローについては、前掲「第２事業の状況　１業績等の概要　(2）キャッシュ・フローの状況」に

記載のとおりであります。

　

②　資金需要

　当社グループの運転資金需要の主なものは、工事に係る材料費・外注費・経費、商品販売に係る製品の購入の

他、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。営業費用の主なものは従業員の人件費であります。

　

③　資金調達

　当社グループは現在、運転資金および設備投資資金については、内部資金または借入により資金調達することと

しております。このうち、借入による資金調達に関しては、運転資金のみであり、期限が一年以内の短期借入金で、

各々の連結会社が調達しております。当連結会計年度末現在、短期借入金の残高は12億17百万円で、すべて銀行借

入金からなっております。

　当社グループは、現在健全な財政状態を維持しており、また、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能

力もあるため、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可

能と考えております。
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第３【設備の状況】
（注）　「第３　設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

　

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資の総額は、236百万円であり、各セグメント別の設備投資について示すと、次のとおりであ

ります。　

　

電気設備工事

　当連結会計年度の設備投資は、事務所用資産等の購入であり、総額は20百万円であります。

　

商品販売　

　当連結会計年度の設備投資は、事務所用資産等の購入であり、総額は４百万円であります。　　

　

全社共通

　当連結会計年度の設備投資は、事務所用資産、自社利用ソフトウェア等の購入であり、総額は211百万円であります。

　

　なお、上記金額には無形固定資産、長期前払費用を含んでおります。

　

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　 平成23年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物
構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地 リース
資産

合計
面積（㎡） 金額

本社

（東京都中央区）

電気設備

工事

商品販売

全社共通

工事・営業

用設備

営業用設備

統括業務用

設備

459 8 367.43373 5 846 258

大阪支店他５支店・

営業所

電気設備

工事

全社共通

工事・営業

用設備
11 9 ─ ─ ─ 21 250

北関東支店他１支店

電気設備

工事

商品販売　

工事・営業

用設備

営業用設備　

1 0 ─ ─ ─ 1 29

仙台倉庫

（宮城県仙台市宮城野区）

電気設備

工事
工事用設備 5 0 714.6536 ─ 42 ─

総合テクノセンター

（東関東支店・茨城支店・

機材倉庫）

（茨城県小美玉市）　

電気設備

工事

商品販売　

工事用設備

営業用設備　
313 17 31,070.00403 ─ 735 21

厚生施設その他

（注）２
全社共通

厚生施設

賃貸用設備
164 0 5,121.2147 ─ 212 ─
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(2）国内子会社

　 平成23年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物
構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地 リース
資産

合計
面積（㎡） 金額

弘電工事㈱

（注）３

本社

（東京都

中央区）

電気設備

工事

工事・営業

・統括業務

用設備

67 3 450.0827 ─ 99 37

　

(3）在外子会社

　 平成23年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物
構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地 リース
資産

合計
面積（㎡） 金額

弘電社機電工

程（北京）有

限公司

本社

（中国北

京市）

電気設備

工事

工事・営業

・統括業務

用設備

─ 1 ─ ─ ─ 1 31

弘電社物業管

理（北京）有

限公司

本社

（中国北

京市）

電気設備

工事
賃貸用設備 286 0 ─ ─ ─ 287 12

（注）１．帳簿価額には建設仮勘定は含んでおりません。

２．厚生施設その他の一部を賃貸しております。年間賃貸料は、31百万円であります。

３．弘電工事㈱は建物の一部を賃貸しております。年間賃貸料は、10百万円であります。

４．平成23年３月31日現在、㈱弘電テクノスは設備を保有しておりません。

５．建物の一部を連結会社以外から賃借しております。年間賃借料は、204百万円であります。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名
事業所名
　

所在地
セグメント
の名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達方法
着手及び完了予定年月

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

当社

本社

東京都　

中央区
全社共通　 経営情報システム更新　 175 14 リース

平成21年

12月　

平成23年

４月　

　

(2）重要な設備の除却等

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成23年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,940,000 17,940,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は1,000株で

あります。

計 17,940,000 17,940,000 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
　

（百万円）

資本金残高
　

（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成８年５月20日（注） 4,140 17,940 ― 1,520 ― 1,070

（注）　株式分割１：1.3
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（６）【所有者別状況】

　 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株式
の状況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
― 11 12 119 4 1 1,3801,527 ―

所有株式数

（単元）
― 756 68 10,281 40 3 6,45817,606 334,000

所有株式数の

割合（％）
― 4.3　 0.4 58.4 0.2 0.0 36.7 100 ―

（注）１．自己株式148,051株は「個人その他」に148単元、「単元未満株式の状況」に51株含まれております。

なお、期末日現在の株主名簿記載上の株式数及び実質保有株式数は148,051株であります。

２．上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。

　

（７）【大株主の状況】

　 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２－７－３ 8,971 50.0

弘電社従業員持株会 東京都中央区銀座５－１１－１０ 688 3.8

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１－６－１ 585 3.3

鈴木正吾 神奈川県横浜市西区 300 1.7

ネグロス電工株式会社 東京都江戸川区中央１－３－５ 235 1.3

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 234 1.3

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 234 1.3

田中憲治 千葉県市原市 222 1.2

木村吉孝 東京都練馬区 166 0.9

 日本トラスティ・サービス信託銀

 行株式会社（信託口）
 東京都中央区晴海１－８－１１ 122 0.7

計 ― 11,757 65.5

（注）当社は自己株式148千株（0.8％）を保有しております。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　　 148,000

（相互保有株式）

普通株式　　　　10,000

― ─

完全議決権株式（その他）
普通株式

17,448,000
17,448 ─

単元未満株式
普通株式

334,000
― ─

発行済株式総数 17,940,000 ― ―

総株主の議決権 ― 17,448 ―

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式51株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社　弘電社

東京都中央区銀座五丁目

11番10号
148,000 ― 148,000 0.8

（相互保有株式）

弘電工事株式会社

東京都中央区築地三丁目

４番13号
10,000 ― 10,000 0.1

計 ― 158,000 ― 158,000 0.9

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 15,358 2,878,435

当期間における取得自己株式 64 11,840

（注）　当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
― ― ― ―

その他

（単元未満株式の買増請求による売渡）
620 114,460 ― ―

保有自己株式数 148,051 ― 148,115 ―

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び売渡しによる株式は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社弘電社(E02569)

有価証券報告書

 22/104



３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営方針として位置付け、財務体質の強化と将来の事業展開に備えるための

内部留保の充実、また、今後の業績の動向等を総合的に判断し、安定的な配当に努めることを基本方針としておりま

す。

　当社は定款で、剰余金の配当を中間配当及び期末配当並びに基準日を定めて配当できると定めておりますが、当社の

業績は下期に集中しており、極めてアンバランスであるため年間決算に基づく利益配分を基本的な方針としておりま

す。配当決定機関は取締役会であります。

　当事業年度の配当については、上記の方針に基づき、１株当たり５円の普通配当としております。

　内部留保金については、将来の事業展開に備えるため、技術力の強化及び技術者の育成並びに社内インフラの充実を

図り、業績向上に努める所存であります。

（注）　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成23年４月28日

取締役会決議
88 5

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第128期 第129期 第130期 第131期 第132期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 556 379 253 220 233

最低（円） 345 195 112 124 155

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 192 188 194 199 201 233

最低（円） 183 177 182 189 192 155

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

　

（代表

取締役）

―

　

内　山　安　政

　

昭和24年９月20日生

　

昭和47年４月三菱電機株式会社入社

（注）３

　

10　

　

平成17年４月同社関西支社長

平成20年４月当社常務執行役員 電力・産業・プ

ラント事業本部長

平成20年６月当社常務取締役 常務執行役員 電力

・産業・プラント事業本部長

平成21年４月当社常務取締役 常務執行役員 電力

・産業・プラント事業本部長、機販

事業本部担当

平成22年１月当社取締役社長 電力・産業・プラ

ント事業本部長

平成22年６月当社取締役社長（現）

常務取締役

　

（代表

取締役）

　

常務執行

役員

　

内線事業

本部長

　

柴　田　　　修

　

昭和22年８月14日生

　

昭和45年４月当社入社

（注）３

　

26

　

平成17年４月当社工事統括本部副本部長兼内線工

事部長

平成17年６月当社執行役員 工事統括本部副本部

長兼内線工事部長

平成18年６月当社取締役 常務執行役員 工事統括

本部副本部長兼内線工事部長

平成18年10月当社取締役 常務執行役員 内線事業

本部副本部長

平成20年11月当社取締役 常務執行役員 内線事業

本部副本部長兼海外事業推進室長

平成21年４月当社取締役 常務執行役員 内線事業

本部長

平成22年６月当社常務取締役 常務執行役員 内線

事業本部長（現）

常務取締役

　

（代表

取締役）　

常務執行

役員

　

経営企画本

部長兼経営

企画部長、

資材部・環

境推進事業

部担当　

渡　辺　哲　男

　

昭和25年１月16日生

　

昭和48年４月三菱電機株式会社入社

（注）３

　

8

　

平成12年６月同社社会インフラ事業本部プラント

建設統括部業務部長

平成15年６月当社経営企画統括本部経理部長

平成16年６月当社執行役員 経営企画統括本部副

本部長兼経理部長

平成17年４月当社執行役員 経営企画統括本部長

兼経理部長

平成17年６月当社取締役 常務執行役員 経営企画

統括本部長兼経理部長

平成18年10月当社取締役 常務執行役員 経営企画

本部長兼経理部長、資材部担当

平成20年４月当社取締役 常務執行役員 経営企画

本部長、資材部担当

平成20年６月当社常務取締役 常務執行役員 経営

企画本部長、資材部担当

平成21年４月当社常務取締役 常務執行役員 経営

企画本部長、資材部・コスト企画部

・環境推進事業部担当

平成22年４月当社常務取締役 常務執行役員 経営

企画本部長兼経営企画部長、資材部

・環境推進事業部担当（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 ― 澤　田　喜　夫 昭和33年11月11日生

昭和57年４月三菱電機株式会社入社

（注）３ －

平成17年４月同社ビルシステム事業本部ビルシス

テム業務統括部海外経営調査GR

平成20年４月同社神戸製作所経理部長

平成22年４月同社社会システム事業本部社会シス

テム業務部長兼本部コンプライアン

スマネージャー（現）

平成22年４月三菱電機プラントエンジニアリング

株式会社社外取締役（現）

平成22年６月当社社外取締役（現）

取締役

常務執行

役員

　

大阪

支店長

林　　　玄　樹

 

 

昭和24年１月15日生

 

 

昭和48年４月当社入社

（注）３

 

 

4

 

 

平成18年４月当社大阪支店長

平成18年６月当社執行役員 大阪支店長

平成20年４月当社常務執行役員 大阪支店長

平成20年６月当社取締役 常務執行役員 大阪支店

長

平成22年11月当社取締役 常務執行役員 大阪支店

長兼営業統括部長

平成23年４月当社取締役 常務執行役員 大阪支店

長（現）

取締役

常務執行

役員

　

九州

支店長

山　下　正　澄 昭和22年10月11日生

昭和45年10月当社入社

（注）３

　

8

　

平成15年４月当社九州支店長兼営業部長

平成18年４月当社九州支店長

平成19年４月当社執行役員 九州支店長

平成20年４月当社常務執行役員 九州支店長

平成20年６月当社取締役 常務執行役員 九州支店

長（現）

取締役

常務執行

役員

　

機販事業

本部長

横　田　博　光 昭和24年９月６日生

昭和48年４月当社入社

（注）３

　

3

　

平成17年１月当社営業統括本部第五事業部冷熱住

設部長兼ビルシステム部長

平成18年４月当社営業統括本部第五事業部副事業

部長兼冷熱住設部長

平成18年10月当社機販事業本部副本部長兼冷熱住

設部長

平成19年４月当社執行役員 機販事業本部副本部

長兼冷熱住設部長

平成21年４月当社執行役員 機販事業本部長

平成21年６月当社取締役 常務執行役員 機販事業

本部長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

　

常務執行

役員

　

内線事業本

部副本部長

兼業務部長

兼経営企画

本部長付兼

海外事業推

進室長、支

店担当

小　林　　　清　
　

昭和28年１月22日生

　

昭和51年４月三菱電機株式会社入社

　

（注）３

　

10

平成17年４月同社経理部長

平成20年４月当社経営企画本部経理部長

平成20年10月当社経営企画本部副本部長兼経理部

長

平成21年４月当社執行役員 経営企画本部副本部

長兼経営企画部長

平成21年６月当社取締役 常務執行役員 経営企画

本部副本部長兼経営企画部長

平成22年４月当社取締役 常務執行役員 内線事業

本部副本部長兼業務部長兼経営企画

本部長付兼海外事業推進室長

平成22年６月当社取締役 常務執行役員 内線事業

本部副本部長兼業務部長兼経営企画

本部長付兼海外事業推進室長、支店

担当（現）　

取締役

 

常務執行

役員

　

内線事業本

部副本部長　

 

佐　藤　明　憲

 

昭和26年７月30日生

 

昭和47年４月当社入社

（注）３

 

2

 

平成17年４月当社工事統括本部内線工事部工事一

部長

平成18年10月当社内線事業本部工事統括一部統括

部長

平成20年４月当社東北支店長

平成21年４月当社執行役員 東北支店長

平成22年４月当社常務執行役員 東北支店長

平成22年６月当社取締役 常務執行役員 東北支店

長

平成23年４月当社取締役 常務執行役員 内線事業

本部副本部長（現）

取締役

常務執行

役員

　

電力・産業

・プラント

事業本部長

　

渡　邊　一　正 昭和26年9月22日生

昭和50年４月三菱電機株式会社入社

（注）３ 4

平成17年４月同社社会システム事業本部プラント

建設統括部長

平成22年４月当社常務執行役員 電力・産業・プ

ラント事業本部副本部長

平成22年６月当社取締役 常務執行役員 電力・産

業・プラント事業本部長（現）

取締役

常務執行

役員

　

総務本部

長、ＩＲ・

コンプライ

アンス担当

山　本　真　人 昭和29年６月11日生

昭和53年４月三菱電機株式会社入社

（注）３ 3

平成19年４月同社関係会社部次長

平成22年４月当社常務執行役員 総務本部長、ＩＲ

・コンプライアンス担当

平成22年６月当社取締役 常務執行役員 総務本部

長、ＩＲ・コンプライアンス担当

（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤）
― 鹿　島　康　夫 昭和21年９月１日生

昭和45年４月当社入社

（注）４ 7
平成14年４月当社営業統括本部業務部長

平成16年４月当社営業統括本部付

平成16年６月当社監査役（現）

監査役

（常勤）
― 大　友　利　夫 昭和20年５月１日生

昭和39年４月当社入社

（注）５ 11

平成15年６月当社執行役員工事統括本部電力プラ

ント工事部長

平成16年４月当社執行役員工事統括本部副本部長

兼電力プラント工事部長

平成17年４月当社執行役員工事統括本部副本部長

平成17年６月当社監査役（現）

監査役 ― 立　川　浩　也 昭和35年11月８日生

昭和58年４月三菱電機株式会社入社

（注）６ ─

平成17年10月同社名古屋製作所経理部原価第二課

長

平成18年10月同社名古屋製作所新城工場業務課長

平成22年４月同社関係会社部経営企画担当部長

（現）

平成22年６月当社監査役（現）

監査役

　

―

　

今　泉　敏　榮

　

昭和12年７月20日生

　

昭和39年２月公認会計士開業登録

（注）６

　

─

　

昭和44年12月昭和監査法人（現新日本有限責任監

査法人）入所

昭和47年11月昭和監査法人（現新日本有限責任監

査法人）社員

平成15年６月新日本監査法人（現新日本有限責任

監査法人）退所

平成16年12月エスエヌコーポレートアドバイザ

リー株式会社監査役

平成18年６月株式会社アイティフォー社外監査役

平成22年６月当社監査役（現）

計　 96

（注）１．取締役 澤田喜夫は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役 立川浩也及び今泉敏榮は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．取締役の任期は、第132回定時株主総会終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。

４．監査役の任期は、第129回定時株主総会終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。

５．監査役の任期は、第130回定時株主総会終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。

６．監査役の任期は、第131回定時株主総会終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。
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　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役２名を

選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

室　園　孝　和 昭和36年３月29日生

昭和58年４月 三菱電機株式会社入社

（注） ―

平成17年４月 同社人事部労政福祉グループマネー

ジャー

平成18年６月 三菱電機ライフサービス株式会社社外

監査役

平成20年４月 ルネサステクノロジー株式会社人事・

総務統括部副統括部長

平成23年４月 三菱電機株式会社関係会社部経営企画

担当部長（現）

東　　　哲　也 昭和32年２月10日生

昭和58年４月 昭和監査法人（現新日本有限責任監査

法人）入所

（注） ―

昭和63年８月 公認会計士・税理士登録

平成元年12月 東公認会計士事務所開設（現）

平成16年４月 国立大学法人政策研究大学院大学監事

（現）

平成17年２月 日本ロジスティクスファンド投資法人

監督役員（現）

平成22年２月 清流監査法人設立、代表社員（現）

（注）　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

    当社は監査役設置会社であり、取締役・監査役出席の下、原則月1回取締役会を開催するとともに、必要

に応じて適時取締役会を開催しており、取締役の職務の執行に関し不正の行為又は法令もしくは定款に違

反していないかを監督・監視を行っております。また社内監査体制として、コンプライアンス委員会を設

置し、コンプライアンスの周知・徹底を推進していくとともに、社内監査部門として監査部が内部監査を

実施しております。なお、当社では内部通報制度としてヘルプライン窓口を設置しております。

　

＜平成23年６月29日現在のコーポレート・ガバナンス体制表＞　

　

・企業統治の体制を採用する理由

    取締役会は取締役11名で構成されており、内１名は社外取締役であります。取締役相互の経営監視と執

行役員の業務執行を監督しております。取締役会は監査役出席のもと、毎月開催し、経営方針の意思決定や

業務執行、組織及び人事等重要事項を決議しております。なお、取締役会において、常に社外役員より、他社

での経験で得られた高い見識と経営・財務・会計にわたる専門的知識に基づき、当社の経営全般に対して

提言をいただいております。

　　監査役会は、監査役４名で構成されており、内２名は社外監査役であり、またその内１名は東京証券取引所

の定めに基づく独立役員であります。監査役会は各監査役の業務の分担を定め、監査役は取締役会又はそ

の他重要会議に出席し、取締役の意思決定・業務執行を監督するとともに、適時各場所にて業務執行の適

法性及び財産の状況を調査しております。

　　以上が当社のコーポレート・ガバナンスの強化につながっているものと判断しております。
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・内部統制システムの整備の状況

　　当社は平成18年５月23日の取締役会において内部統制システム構築に係わる基本方針を決定し、平成20　　

　年７月18日の取締役会において、一部改定を行っております。各種規程の整備とコンプライアンス体制の

　確立を図り、内部統制システムの強化に努めております。また、財務報告に係わる内部統制の整備・運用

　及び評価のため、内部統制委員会を設置し、その推進を図っております。

　

・リスク管理体制の整備の状況

　　当社はコーポレート・ガバナンスの充実に向け弁護士事務所と顧問契約を締結し適時助言を受けており

　ます。会計監査については有限責任あずさ監査法人より法定監査を受けており、監査役会への定期的な報

　告が実施されております。また、平成16年９月に「ヘルプライン」を設置、平成17年３月に「個人情報管

　理規程」、平成19年３月に「リスク管理規程」、「内部通報規程」を制定し、リスク管理体制の強化に努

　めております。

　

　　　　　　・責任限定契約の内容の概要

　　　　　　　　当社は平成22年６月29日開催の定時株主総会において、社外取締役及び社外監査役との間で、責任限定　

　　　　　　　契約を締結できる旨の規定を定款に新設いたしました。

　

　　　　②　監査役監査及び内部監査の状況　

    監査役会は、監査役４名で構成されており、内２名は社外監査役であります。1名は親会社において、経理部に

在籍した経歴があり、会計・財務に関する専門的な知識を有しており、また、もう一人は公認会計士資格を有す

る会計・財務に関する専門家であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

　　各監査役は、取締役会やその他の重要会議に出席するとともに、適時各場所にて業務執行の適法性及び財産の

状況を調査しております。

　　また、監査役は、内部監査部門より監査の報告を受けるとともに、内部監査の方針の打ち合わせを適時行い

　意見交換を行っております。加えて、会計監査人と監査方針や監査計画の打ち合わせを行うとともに、実施状

　況、監査結果につき説明及び報告を受け意見交換を行っております。

　　　　　　なお、内部監査部門として監査部があり、メンバーは２名で構成され、財務に関する内部統制に関する監査

　　　　  及び従業員の職務執行が適正に行われているかの監査を実施しております。

　

③　会計監査の状況

　  当社の会計監査人は有限責任 あずさ監査法人であり、必要に応じて、会計に関する課題につき、適時相談を

行っております。

　

　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名

公認会計士の氏名等 継続監査年数 所属する監査法人名

指定有限責任社員 浅井　　満 ２年　
有限責任 あずさ監査法人

業務執行社員 中村　嘉彦 ３年　

（注）監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定され、公認会計士、公認会計士試

験合格者等を主たる構成員とし、その他の補助者も加えて構成されております。
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　　　　④　社外取締役及び社外監査役

　　　　　　当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。社外取締役及び社外監査役のうち１名は、当社の　

　　　　　親会社である三菱電機株式会社の社員でありますが、当社との間に特別な利害関係はありません。また、もう

　　　　　一人の社外監査役は、公認会計士の資格を有している東京証券取引所の定めに基づく独立役員であり、当社と

　　　　　の間に特別な利害関係はありません。

　

　　　　⑤　役員報酬等

　イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分

　

報酬等の総額

（百万円）　

報酬等の種類別の総額（百万円）　 対象となる

役員の員数

（人）
基本報酬

ストック

オプション　
賞与　 退職慰労金　

 取締役

（社外取締役を除く。）　
        110 　      77 　        ― 　　　　　― 　　　　　32 　        14

 監査役

（社外監査役を除く。）　
         29 　       24 　　　　　― 　　　　　― 　         4 　         2

 社外役員 　       5 　       4 　       ― 　　　　　― 　         0 　         2

　

　　　　　ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方針

　　　　　　　取締役の報酬については、株主総会で決議された取締役の報酬額の範囲内で、会社規則による取締役報酬決定基準

に基づき、世間相場・社員賃金とのバランス・業績への貢献度等を勘案し、取締役会一任決議を経て、代表取

締役社長が決定しております。

　　　　　　　監査役の報酬については、株主総会で決議された監査役の報酬額の範囲内で監査役会において決定してお

　　　　　　ります。　

　

⑥　株式の保有状況

　イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄及び貸借対照表計上額の合計額

　　　33銘柄　  992百万円

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有　

目的

前事業年度　

　特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）　　

保有目的

㈱かわでん　 600 60取引関係の維持強化のため保有　

㈱みずほフィナンシャルグループ 242,090 44取引関係の維持強化のため保有

㈱サンリオ　 15,000 13取引関係の維持強化のため保有　

東京瓦斯㈱ 20,245 8 取引関係の維持強化のため保有

中部電力㈱ 3,301 7 取引関係の維持強化のため保有

西菱電機㈱　 10,000 6 取引関係の維持強化のため保有

三菱瓦斯化学㈱ 10,918 6 取引関係の維持強化のため保有

三浦印刷㈱ 31,556 5 取引関係の維持強化のため保有　

戸田建設㈱ 12,314 4 取引関係の維持強化のため保有

ＫＤＤＩ㈱ 7 3 取引関係の維持強化のため保有
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当事業年度　

　特定投資株式　　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）　　

保有目的

㈱かわでん　 600 54取引関係の維持強化のため保有　

㈱みずほフィナンシャルグループ 242,090 33取引関係の維持強化のため保有

東京瓦斯㈱ 20,245 7 取引関係の維持強化のため保有

三菱瓦斯化学㈱ 10,918 6 取引関係の維持強化のため保有

中部電力㈱ 3,301 6 取引関係の維持強化のため保有

西菱電機㈱　 10,000 5 取引関係の維持強化のため保有

戸田建設㈱ 12,314 4 取引関係の維持強化のため保有

ＫＤＤＩ㈱ 7 3 取引関係の維持強化のため保有

三浦印刷㈱ 31,556 3 取引関係の維持強化のため保有　

北陸電力㈱ 1,405 2 取引関係の維持強化のため保有　

三菱地所㈱ 817 1 取引関係の維持強化のため保有　

㈱ニコン 439 0 取引関係の維持強化のため保有　

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,110 0 取引関係の維持強化のため保有　

㈱立花エレテック 364 0 取引関係の維持強化のため保有　

中央三井トラスト・ホールディングス㈱ 719 0 取引関係の維持強化のため保有　

みずほインベスターズ証券㈱ 677 0 取引関係の維持強化のため保有　

㈱三井住友フィナンシャルグループ 18 0 取引関係の維持強化のため保有　

　

みなし保有株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）　　

保有目的

三菱地所㈱ 588,710 828取引関係の維持強化のため保有　

㈱ニコン 230,000 394取引関係の維持強化のため保有

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 396,230 152取引関係の維持強化のため保有　

みずほインベスターズ証券㈱ 327,000 25取引関係の維持強化のため保有

㈱三井住友フィナンシャルグループ 3,780 9 取引関係の維持強化のため保有

㈱北弘電社 70,000 9 取引関係の維持強化のため保有

中央三井トラスト・ホールディングス㈱ 11,000 3 取引関係の維持強化のため保有

㈱きらやか銀行 20,000 1 取引関係の維持強化のため保有　

㈱立花エレテック 1,100 0 取引関係の維持強化のため保有

（注）貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりま

せん。

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。　
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  　　  ⑦　取締役の定数

　当社の取締役は13名以内とする旨定款で定めております。

　

⑧　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することが出来る株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その有する議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積

投票によらない旨も定款で定めております。

　

⑨　自己株式の取得

　当社は、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めております。これ

は機動的な資本政策の遂行を目的とするものであります。

　

⑩　剰余金の配当

　当社は剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除

き、取締役会決議によって定めることとする旨定款で定めております。これは機動的な資本政策及び配当政策

を行うためのものであります。

　

⑪　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによるべき決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑

な運営を行うことを目的とするものであります。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 29 ─ 30 ─

連結子会社 ― ─ ― ─

計 29 ─ 30 ─

　

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　会計監査人に対する報酬の額の決定に関する方針は、代表取締役が監査役会の同意を得て定める旨を定款に定

めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じ

て記載しております。

　なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

により作成しております。

　なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則及び建設業法施行

規則に基づき、当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則及び建設

業法施行規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表については

あずさ監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財

務諸表及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の財務諸表については有限責任 あずさ監査

法人により監査を受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。

　　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するため特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,527 2,347

受取手形・完成工事未収入金等 15,377 17,729

未成工事支出金 161 121

商品 469 377

短期貸付金 1,444 896

繰延税金資産 372 450

その他 366 628

貸倒引当金 △56 △34

流動資産合計 20,663 22,516

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） ※1, ※2
 1,436

※1, ※2
 1,311

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） ※1
 54

※1
 48

土地 ※2
 910

※2
 888

有形固定資産合計 2,401 2,248

無形固定資産 80 237

投資その他の資産

投資有価証券 1,629 1,581

前払年金費用 － 1,016

繰延税金資産 386 385

その他 1,308 1,018

貸倒引当金 △378 △369

投資その他の資産合計 2,946 3,632

固定資産合計 5,429 6,118

資産合計 26,092 28,634

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 10,281 12,215

短期借入金 ※2
 1,257

※2
 1,217

リース債務 8 15

未払法人税等 103 333

賞与引当金 428 429

完成工事補償引当金 10 8

工事損失引当金 243 423

未成工事受入金 476 529

その他 1,292 860

流動負債合計 14,102 16,033

固定負債

リース債務 24 39

退職給付引当金 87 787

役員退職慰労引当金 152 121

その他 160 160

固定負債合計 424 1,108

負債合計 14,527 17,142
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,520 1,520

資本剰余金 1,070 1,070

利益剰余金 8,957 8,952

自己株式 △47 △47

株主資本合計 11,500 11,495

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 29 9

為替換算調整勘定 7 △43

その他の包括利益累計額合計 37 △34

少数株主持分 28 31

純資産合計 11,565 11,492

負債純資産合計 26,092 28,634
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高

完成工事高 31,317 29,078

商品売上高 7,738 8,692

売上高合計 39,056 37,771

売上原価

完成工事原価 ※2, ※4
 29,731

※2, ※4
 25,764

商品売上原価 6,608 7,540

売上原価合計 36,339 33,305

売上総利益

完成工事総利益 1,586 3,314

商品売上総利益 1,130 1,152

売上総利益合計 2,716 4,466

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 2,352

※1, ※2
 4,129

営業利益 364 337

営業外収益

受取利息 4 4

受取配当金 19 19

受取家賃 69 76

受取保険金 30 10

債務勘定整理益 39 0

その他 14 56

営業外収益合計 177 167

営業外費用

支払利息 21 20

売上割引 23 26

固定資産除却損 7 5

賃貸費用 43 47

為替差損 31 1

その他 18 27

営業外費用合計 145 128

経常利益 395 375
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 3 4

役員退職慰労引当金取崩益 － 19

貸倒引当金戻入額 － 21

特別利益合計 3 45

特別損失

減損損失 － ※3
 13

災害による損失 － 12

その他 － 0

特別損失合計 － 26

税金等調整前当期純利益 399 394

法人税、住民税及び事業税 77 281

過年度法人税等 － 59

法人税等調整額 181 △68

法人税等合計 258 273

少数株主損益調整前当期純利益 － 121

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △0

当期純利益 140 121
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 121

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △20

為替換算調整勘定 － △51

その他の包括利益合計 － ※2
 △71

包括利益 － ※1
 49

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 49

少数株主に係る包括利益 － △0
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,520 1,520

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,520 1,520

資本剰余金

前期末残高 1,070 1,070

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,070 1,070

利益剰余金

前期末残高 8,905 8,957

当期変動額

剰余金の配当 △88 △124

当期純利益 140 121

自己株式の処分 △0 △1

当期変動額合計 51 △4

当期末残高 8,957 8,952

自己株式

前期末残高 △46 △47

当期変動額

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 3

当期変動額合計 △1 0

当期末残高 △47 △47

株主資本合計

前期末残高 11,449 11,500

当期変動額

剰余金の配当 △88 △124

当期純利益 140 121

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 50 △4

当期末残高 11,500 11,495
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 18 29

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10 △20

当期変動額合計 10 △20

当期末残高 29 9

為替換算調整勘定

前期末残高 △1 7

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 △51

当期変動額合計 8 △51

当期末残高 7 △43

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 17 37

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

19 △71

当期変動額合計 19 △71

当期末残高 37 △34

少数株主持分

前期末残高 27 28

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 3

当期変動額合計 0 3

当期末残高 28 31

純資産合計

前期末残高 11,495 11,565

当期変動額

剰余金の配当 △88 △124

当期純利益 140 121

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 19 △68

当期変動額合計 70 △72

当期末残高 11,565 11,492
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 399 394

減価償却費 122 137

減損損失 － 13

貸倒引当金の増減額（△は減少） 97 △24

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △0 △1

工事損失引当金の増減額（△は減少） 230 180

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7 699

前払年金費用の増減額（△は増加） － △786

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △0 △31

受取利息及び受取配当金 △23 △23

支払利息 21 20

受取保険金 △30 △18

有形固定資産除却損 7 5

有形固定資産売却損益（△は益） △3 △4

投資有価証券評価損益（△は益） － 6

投資有価証券売却損益（△は益） － △9

売上債権の増減額（△は増加） △128 △2,361

未払金の増減額（△は減少） △125 △7

未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,793 39

たな卸資産の増減額（△は増加） 29 92

仕入債務の増減額（△は減少） △858 1,947

未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,062 53

賞与引当金の増減額（△は減少） 90 0

未収消費税等の増減額（△は増加） 59 △133

未払消費税等の増減額（△は減少） 358 △361

その他の流動資産の増減額（△は増加） △87 △74

その他の流動負債の増減額（△は減少） 84 △159

その他 △7 1

小計 973 △406

利息及び配当金の受取額 23 23

利息の支払額 △21 △20

保険金の受取額 30 18

法人税等の支払額 △34 △105

営業活動によるキャッシュ・フロー 970 △490
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △52 △154

定期預金の払戻による収入 100 －

有形固定資産の取得による支出 △44 △66

有形固定資産の売却による収入 12 49

無形固定資産の取得による支出 △7 △54

投資有価証券の取得による支出 △494 －

投資有価証券の売却による収入 5 26

貸付けによる支出 △820 －

貸付金の回収による収入 3 548

その他の支出 △50 △91

その他の収入 52 85

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,294 341

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △190 △40

自己株式の純増減額（△は増加） △1 △2

配当金の支払額 △80 △113

その他 △6 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △278 △167

現金及び現金同等物に係る換算差額 14 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △588 △323

現金及び現金同等物の期首残高 3,054 2,466

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,466

※1
 2,142
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目　
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１.連結の範囲に関する事項 すべての子会社（４社）を連結しておりま

す。

連結子会社名は、弘電工事株式会社、株式会

社弘電テクノス、弘電社機電工程（北京）

有限公司並びに弘電社物業管理（北京）有

限公司であります。　

         同左

２.持分法の適用に関する事

項

持分法適用会社はありません。          同左

３.連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社である弘電工事株式会社の決算

日は平成22年１月31日であります。連結財

務諸表の作成に当たっては同決算日現在の

財務諸表を使用しております。ただし、平成

22年２月１日から連結決算日平成22年３月

31日までの期間に発生した重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行っておりま

す。

また、弘電社機電工程（北京）有限公司並

びに弘電社物業管理（北京）有限公司の決

算日は平成21年12月31日であります。連結

財務諸表の作成に当たっては同決算日現在

の財務諸表を使用しております。ただし、平

成22年１月１日から連結決算日平成22年３

月31日までの期間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っており

ます。

なお、株式会社弘電テクノスの決算日は、連

結決算日と一致しております。

連結子会社である弘電工事株式会社の決算

日は平成23年１月31日であります。連結財

務諸表の作成に当たっては同決算日現在の

財務諸表を使用しております。ただし、平成

23年２月１日から連結決算日平成23年３月

31日までの期間に発生した重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行っておりま

す。

また、弘電社機電工程（北京）有限公司並

びに弘電社物業管理（北京）有限公司の決

算日は平成22年12月31日であります。連結

財務諸表の作成に当たっては同決算日現在

の財務諸表を使用しております。ただし、平

成23年１月１日から連結決算日平成23年３

月31日までの期間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っており

ます。

なお、株式会社弘電テクノスの決算日は、連

結決算日と一致しております。

４.会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

　 満期保有目的の債券

　移動平均法による償却原価法（定額

法）

満期保有目的の債券

         同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

連結決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

         同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

         同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　 ②たな卸資産の評価基準及び評価方法

　未成工事支出金

個別法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

　未成工事支出金

         同左

　 　商品

移動平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下

による簿価切下げの方法）

　商品

  　同左

　 (2）重要な減価償却資産の減価償却費　　

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（附属設備は除く）につい

ては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物・構築物　　　　　３年～50年

工具器具・備品　　　　２年～20年　

(2）重要な減価償却資産の減価償却費　　

①有形固定資産（リース資産を除く）

         同左

　

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。

②無形固定資産（リース資産を除く）

         同左

　 ③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

③リース資産

　　　　 同左

　 なお、リース取引開始日が企業会計

基準第13号「リース取引に関する会

計基準」の適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　

　 (3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

          同左

　 ②賞与引当金

従業員の賞与に充てるため、賞与支

給見込額を計上しております。

②賞与引当金

          同左
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項目　
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　

③完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備

えるため、当連結会計年度の完成工

事高に対する将来の見積補償額を計

上しております。

③完成工事補償引当金

          同左

　

④工事損失引当金

当連結会計年度末手持工事のうち損

失の発生が見込まれ、かつ、その金額

を合理的に見積ることのできる工事

について、将来の損失に備えるため、

その損失見込額を計上しておりま

す。

④工事損失引当金

          同左

　 ⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理することとし

ております。

また、執行役員の退職金の支給に備

えるため、連結会計年度末要支給額

を計上しております。

⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(15年)による定額法により按分

した額を費用処理することとしてお

ります。　

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理することとし

ております。

また、執行役員の退職金の支給に備

えるため、連結会計年度末要支給額

を計上しております。

（追加情報）　

　当社は、平成22年10月１日に退職給

付制度を改定し、適格退職年金制度及

び退職一時金制度から、三菱電機株式

会社グループ会社共同実施の確定給

付企業年金制度及び退職一時金制度

に移行しております。　

　 ⑥役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上しております。

⑥役員退職慰労引当金

           同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　 (4）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

当連結会計年度に着手した工事契約か

ら当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用

しております。　

　（会計方針の変更）

　　　請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、請負金額100百万円以上か

つ工期１年超の工事については工事進

行基準を、その他の工事については工

事完成基準を適用しておりましたが、

当連結会計年度より、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号

　平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号　平成19年12

月27日）を適用し、当連結会計年度に

着手した工事契約から、当連結会計年

度末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。

　　　これにより、売上高は、1,468百万円増加

し、売上総利益、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は、それぞ

れ３百万円減少しております。

　　　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

(4）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用し

ております。　

　

　 (5）重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。

なお、在外連結子会社の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。

(5）重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨

への換算の基準

            同左　
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　        ――――――――――――― (6）連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に満期日又は償還

日の到来する短期投資からなっており

ます。

　 (6) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

    消費税等の会計処理

      消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

  消費税等の会計処理

            同左

５.連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法によっております。        ―――――――――――――

６.連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か月以内に

満期日又は償還日の到来する短期投資から

なっております。

       ―――――――――――――
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日）

            ―――――――――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

            ―――――――――――――

　

　

１．計上区分の変更

　組織体制の見直しに伴い、工事部門の業務を再検討

し、当連結会計年度より、工事原価構成項目の変更を実

施いたしました。

　この変更は、組織体制の見直しにより業務内容が明確

になったことに伴い、営業業務及び管理業務を構成す

ると判断される費用を販売費及び一般管理費として処

理することにより、完成工事高に対する完成工事原価

の把握をより適正に行うためのものであります。その

結果、完成工事原価を構成していた原価項目の一部を

当連結会計年度より販売費及び一般管理費に含めて表

示しております。

　これにより、当連結会計年度の売上総利益は、従来の

方法によった場合に比べて1,890百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ

６百万円減少しております。

　なおセグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。　

 ２．資産除去債務に関する会計基準の適用

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

　これによる当連結会計年度の損益に与える影響額は

軽微であります。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　

            ―――――――――――――

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において投資その他の資産「その他」に

含めて表示していた「前払年金費用」（前連結会計年度

229百万円）については、資産の総額の100分の１を超えた

ため当連結会計年度において区分掲記しております。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含め

て表示していた「為替差損」（前連結会計年度０百万

円）については、営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため、当連結会計年度において区分掲記しております。

（連結損益計算書）

            ―――――――――――――

            ――――――――――――― 　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣

府令第５号）適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」

の科目で表示しております。

　

            ―――――――――――――

（連結キャッシュ・フロー計算書）　

　営業活動によるキャッシュ・フローの「前払年金費用の

増減額」は、前連結会計年度は「その他の流動資産の増減

額」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増し

たため区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「その他の流動資産の増減額」

に含まれている「前払年金費用の増減額」は△105百万円

であります。　　

　　　

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　

　　　　　　―――――――――――――

（包括利益の表示に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。　
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 2,727百万円

（うち、減損損失累計額 180百万円）

　 2,740百万円

（うち、減損損失累計額 167百万円）

※２　下記の資産は、短期借入金127百万円の担保に供して

おります。

※２　下記の資産は、短期借入金77百万円の担保に供してお

ります。

建物 67百万円

土地 27百万円

建物 67百万円

土地 27百万円

３　保証債務 ３　保証債務

従業員の住宅ローンに対する保証 21百万円 従業員の住宅ローンに対する保証 12百万円

４　当社及び連結子会社（弘電工事㈱）においては、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座

貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりであります。

４　当社及び連結子会社（弘電工事㈱）においては、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と当座

貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,660百万円

借入実行残高 1,257　〃

差引額 1,403百万円

当座貸越極度額の総額 2,760百万円

借入実行残高 1,217　〃

差引額 1,543百万円

　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料手当 763　百万円

賞与引当金繰入額 88　 〃

役員退職慰労引当金繰入額 44〃

貸倒引当金繰入額 103　 〃

従業員給料手当 1,736　百万円

賞与引当金繰入額 214　 〃

役員退職慰労引当金繰入額 42〃

　

※２　研究開発費

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、10百万円であります。　　　　　

※２　研究開発費

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、10百万円であります。　
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

        ――――――――――――― ※３　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 金額

売却

予定資産
電話加入権 本社他 　13百万円

計 　13百万円

　　　(経緯)

当社グループが従来使用しておりました電話加入権

の一部につきまして、電気設備工事から売却予定資

産へグルーピングを見直し、回収可能価額まで減額

し、減損損失を認識いたしました。

(グルーピングの方法)

原則として報告セグメントである電気設備工事、商

品販売に区分いたしました。ただし、売却予定資産、

賃貸用資産、遊休資産は、個々の物件単位でグルーピ

ングしております。

(回収可能価額の算定方法)

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、

電話加入権については、買取業者の見積り価格に基

づいて評価しております。　

　

※４　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

                                            243百万円

※４　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

423百万円　

 

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益                     160百万円

少数株主に係る包括利益                         0

                  計                         160

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金                      10百万円

為替換算調整勘定                               8

                  計                          19
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 17,940,000    － － 17,940,000

合計 17,940,000 － － 17,940,000

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注） 132,733　 9,055 400 141,388

合計 132,733　 9,055 400 141,388

（注）１．増加9,055株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．減少400株は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものであります。

　

２.配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年４月27日

取締役会
普通株式 89　 5　 平成21年３月31日平成21年６月11日

　

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年４月28日

取締役会
普通株式 利益剰余金 124　 7　 平成22年３月31日平成22年６月14日
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 17,940,000    ― ― 17,940,000

合計 17,940,000 ― ― 17,940,000

自己株式 　 　 　 　

普通株式（注） 141,388　 15,358 3,945 152,801

合計 141,388　 15,358 3,945 152,801

（注）１．増加15,358株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．減少3,945株は、自己株式の処分3,325株及び単元未満株式の買増請求による売渡し620株によるものであり

ます。

　

２.配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年４月28日

取締役会
普通株式 124　 7　 平成22年３月31日平成22年６月14日

　

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年４月28日

取締役会
普通株式 利益剰余金 88　 5　 平成23年３月31日平成23年６月13日

　 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日） （平成23年３月31日）

現金預金勘定 2,527　百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金
△61〃

現金及び現金同等物 2,466　 〃

　

現金預金勘定 2,347　百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金
△204〃

現金及び現金同等物 2,142　 〃
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

電子計算機であります。　

無形固定資産

ソフトウエアであります。

①　リース資産の内容

有形固定資産

  同左　

無形固定資産

  同左

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４　会計処理基準に関する事項　(2）重要な減価償

却資産の減価償却方法」に記載のとおりでありま

す。

②　リース資産の減価償却の方法

        同左　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる

方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。

　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 4　 3　 0　

工具器具・備品 169　 118　 50　

ソフトウェア 18　 14　 3　

合計 192　 137　 54　

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 4　 4　 ―　

工具器具・備品 121　 99　 22　

ソフトウェア 11　 10　 1　

合計 138　 114　 24　

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 31　百万円

１年超 24　 〃

合計 55　百万円

１年内 14　百万円

１年超 10　 〃

合計 24　百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 45　百万円

減価償却費相当額 43　 〃

支払利息相当額 1　 〃

支払リース料 31　百万円

減価償却費相当額 30　 〃

支払利息相当額 0　 〃

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

            同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

            同左
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

　　　（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また、短期的な運転資金は主に銀行から

の借入により調達する方針であります。なお、デリバティブ取引は行なっておりません。

　　　

      （２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し

ては、信用取引管理規程に従い、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、取引の可否を決定してお

ります。

　　　 　 投資有価証券である株式及び債券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に時価を把握することにより管理を行なっております。満期保有目的の債券は、格付けの

高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

　　　 　営業債務である支払手形・工事未払金等は、1年以内の支払期日であります。

借入金は短期借入金のみであり、営業取引に係る資金調達であります。

　　　 　 また、営業債務や借入金は流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）に晒されておりますが、当

社では、月次に資金繰表を作成するなどの方法により管理しております。

　

      （３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。

　

　　２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２　を参照ください）。

　　　　　
連結貸借対照表計上額(*)

（百万円）
時価(*)（百万円）差額（百万円）

（１）現金預金                   2,527　　　　　 　2,527 　          －

（２）受取手形・完成工事未収入金等　　　　                 15,377            15,377            －　

（３）短期貸付金                   1,444             1,444            －　

（４）投資有価証券　 　 　 　

①満期保有目的の債券　 　　　　　　　　　  500                429          △70

②その他有価証券 　　　　　　　      266 　　　　　　　 266 　          －

（５）支払手形・工事未払金等 （10,281）　 （10,281）　            －　

（６）短期借入金 （1,257）　 （1,257）　            －　

    （*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　　産

（１）現金預金、（２）受取手形・完成工事未収入金等並びに（３）短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

（４）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、その他は取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照ください。

　

負　　債

（５）支払手形・工事未払金等及び（６）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

　

デリバティブ取引

　当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 　　　　　　　　　　　　　　　　　　863

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（４）投

資有価証券　②その他有価証券」には含めておりません。

　

３．金銭債権及び満期のある投資有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（百万円）

１年超　　　　　　　　

５年以内

（百万円）

５年超　　　　　　10

年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金預金 　　　　2,527            －　             －             －

受取手形・完成工事未収入金等 　　　 15,377           －　             －             －

短期貸付金 　　　  1,444　　　　            －             －             －

投資有価証券 　 　 　 　

　満期保有目的の債券            －　            －            200
           300

　

　　　　 合計        19,349           －            200
           300

　

　

４．短期借入金の返済予定額

　　　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。　

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」　（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」　（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用しておりま

す。

EDINET提出書類

株式会社弘電社(E02569)

有価証券報告書

 57/104



　当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

　　　（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また、短期的な運転資金は主に銀行から

の借入により調達する方針であります。なお、デリバティブ取引は行なっておりません。

      

　　　（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　　　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

信用取引管理規程に従い、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、取引の可否を決定しておりま

す。

　　 　 　投資有価証券である株式及び債券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に時価を把握することにより管理を行なっております。満期保有目的の債券は、格付けの

高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

　　 　 　営業債務である支払手形・工事未払金等は、1年以内の支払期日であります。

　　　　　借入金は短期借入金のみであり、営業取引に係る資金調達であります。

　　　　　また、営業債務や借入金は流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）に晒されておりますが、当社

では、月次に資金繰表を作成するなどの方法により管理しております。

　

      （３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）2．を参照ください）。

　 

　　　　　
連結貸借対照表計上額(*)

（百万円）
時価(*)（百万円）差額（百万円）

（１）現金預金 2,347 2,347 －

（２）受取手形・完成工事未収入金等　　　　 17,729 17,729 －

（３）短期貸付金 896 896 －

（４）投資有価証券　             

①満期保有目的の債券　 500 422 △77

②その他有価証券 218 218 －

（５）支払手形・工事未払金等 (12,215) (12,215) －

（６）短期借入金 (1,217) (1,217） －

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　　産

（１）現金預金、（２）受取手形・完成工事未収入金等並びに（３）短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

（４）投資有価証券

  これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、その他は取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照ください。

　

負　　債

（５）支払手形・工事未払金等及び（６）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

　

デリバティブ取引

　当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 862

　　　　これらについては市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（４） 　　　　

投資有価証券　②その他有価証券」には含めておりません。

　

３．金銭債権及び満期のある投資有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（百万円）

１年超　　　　　　　　

５年以内

（百万円）

５年超　　　　　　10

年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金預金 2,347 ―　 ― ―

受取手形・完成工事未収入金等 17,729 ―　 ― ―

短期貸付金 896 ―　 ― ―

投資有価証券 　 　 　 　

　満期保有目的の債券 ―　 ― 200 300　

　　　　 合計 20,973 ― 200 300　

　

　４．短期借入金の返済予定額

      連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。　
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日）

１.売買目的有価証券

　該当事項はありません。

　

２.満期保有目的の債券

　 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）　
時価（百万円）　 差額（百万円）　

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの
 その他　 500　　　　　　　　　　 429　 △70　

合計 　 500　　 429　 △70　

　

３.その他有価証券

　 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

 株式 116 51 64

小計 116 51 64

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

 株式 50 54 △4

 その他 99 115 △15

小計 150 169 △19

合計 266 221 45

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　863百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

４.当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類　 売却額（百万円）　
売却益の合計額

（百万円）　

売却損の合計額

（百万円）　

　その他 5　 　― 　―

合計 5　 　― ―　
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当連結会計年度（平成23年３月31日）

１.売買目的有価証券

　該当事項はありません。

　

２.満期保有目的の債券

　 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）　
時価（百万円）　 差額（百万円）　

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの
 その他　 500　　　　　　　　　　 422　 △77　

合計 　 500　　 422　 △77　

　

３.その他有価証券

　 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

 株式 96 47 48

小計 96 47 48

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

 株式 33 44 △11

 その他 88 109 △20

小計 122 154 △32

合計 218 202 16

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　862百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

４.当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

種類　 売却額（百万円）　
売却益の合計額

（百万円）　

売却損の合計額

（百万円）　

　その他 25　 　12 　―

合計 25　 　12 ―　

　

           ５．減損処理を行った投資有価証券

             当連結会計年度において、投資有価証券について6百万円（その他有価証券の株式6百万円）減損処理を

行っております。　　　　　               

　　　　　 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってお

ります。

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度

　当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。

　 

当連結会計年度

　当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として適格退職年金制度及び

一時金制度を、連結子会社は適格退職年金制度を設け

ております。また、当社及び連結子会社は総合設立型の

厚生年金基金に加入しておりますが、拠出に対応する

年金資産の額が合理的に計算できないため、退職給付

債務の計算には含めておりません。

なお、当社において退職給付信託を設定しております。

また、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

１．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として三菱電機株式会社グ

ループ会社共同実施の確定給付企業年金制度及び一時

金制度を、連結子会社は適格退職年金制度を設けてお

ります。また、当社及び連結子会社は総合設立型の厚生

年金基金に加入しておりますが、拠出に対応する年金

資産の額が合理的に計算できないため、退職給付債務

の計算には含めておりません。

なお、当社において退職給付信託を設定しております。

また、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

(1）制度全体の積立状況に関する事項

（平成21年３月31日現在）

(1）制度全体の積立状況に関する事項

（平成22年３月31日現在）

年金資産の額 164,668百万円

年金財政計算上の給付債務の額 208,349百万円

差引額 △43,681百万円

年金資産の額 185,014百万円

年金財政計算上の給付債務の額 192,032百万円

差引額 △7,018百万円

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

2.5％ 2.5％

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △3,277百万円

②　年金資産 3,365〃

③　未積立退職給付債務（①＋②） 87〃

④　未認識数理計算上の差異 54〃

⑤　連結貸借対照表計上額（純額）

（③＋④）
141〃

⑥　前払年金費用 229〃

⑦　退職給付引当金（⑤－⑥） △87〃

①　退職給付債務 △3,238百万円

②　年金資産 3,048〃

③　未積立退職給付債務（①＋②） △190〃

④　未認識数理計算上の差異 395〃

⑤　未認識過去勤務債務 24〃

⑥　連結貸借対照表計上額（純額）

（③＋④＋⑤）
229〃

⑦　前払年金費用 1,016〃

⑧　退職給付引当金（⑥－⑦） △787〃

（注）　連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡

便法を採用しております。

（注）　連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡

便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 181百万円

②　利息費用 65〃

③　期待運用収益 △11〃

④　数理計算上の差異の費用処理額 41〃

⑤　退職給付費用（①～④計） 276〃

①　勤務費用 183百万円

②　利息費用 64〃

③　期待運用収益 △14〃

④　過去勤務債務の費用処理額 1 〃

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 △7 〃

⑥　退職給付費用（①～⑤計） 228〃

（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。

（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、勤務費用に計上しております。　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 主に1.0％

④　過去勤務債務の額の処理年数 ―

⑤　数理計算上の差異の処理年数 15年

（従業員の平均残存勤務年数）

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 主に1.0％

④　過去勤務債務の処理年数 15年

（従業員の平均残存勤務年数）

⑤　数理計算上の差異の処理年数 15年

（従業員の平均残存勤務年数）
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（税効果会計関係）

　

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） 　　

賞与引当金 174　百万円

工事進行基準に係る否認額 23〃

工事損失引当金 99〃

投資有価証券評価損 115〃

退職給付引当金 315〃

役員退職慰労引当金 62〃

貸倒引当金 143〃

減損損失 279〃

税務上の繰越欠損金 18〃

固定資産未実現利益 27〃　

その他 70〃

繰延税金資産小計 1,330〃

評価性引当額 △555〃

繰延税金資産合計 774〃

（繰延税金負債） 　 　

その他有価証券評価差額金 △15百万円

繰延税金負債合計 △15〃

繰延税金資産の純額 758〃

（繰延税金資産） 　　

賞与引当金 174　百万円

工事進行基準に係る否認額 9 〃

工事損失引当金 172〃

投資有価証券評価損 112〃

退職給付引当金 322〃

役員退職慰労引当金 49〃

貸倒引当金 132〃

減損損失 265〃

税務上の繰越欠損金 9 〃

固定資産未実現利益 26〃　

その他 109〃

繰延税金資産小計 1,384〃

評価性引当額 △542〃

繰延税金資産合計 842〃

（繰延税金負債） 　 　

その他有価証券評価差額金 △7百万円

繰延税金負債合計 △7 〃

繰延税金資産の純額 835〃

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整） 　　

交際費等永久に損金に算入されない項目 20.91
％

　

住民税均等割等 9.33％

評価性引当金 △7.45％

海外連結子会社の税率差異 0.58％

その他 0.60％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 64.66％

　

法定実効税率 40.69％

（調整） 　　

交際費等永久に損金に算入されない項目 15.09
％

　

住民税均等割等 9.45％

評価性引当金 △1.82％

過年度法人税等 15.16％

過年度法人税等認容 △8.84％

その他 △0.48％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 69.25％
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　
電気設備工事
（百万円）

商品販売
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 31,317 7,738 39,056 － 39,056

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高
　　　　　－ 266 266 （266） －

計 31,317 8,005 39,323 （266） 39,056

営業費用 29,836 7,956 37,793 898 38,692

営業利益 1,481 48 1,529 （1,165） 364

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び資本

的支出
　 　 　 　 　

資産 12,920 3,933 16,853 9,238 26,092

減価償却費 50 1 52 69 122

資本的支出 7 0 7 74 82

（注）１．事業の区分は、取扱品目の種類に応じた区分としております。

２．各区分の主な取扱品目

電気設備工事…屋内線工事、送電線工事、発変電工事、通信工事、空調工事

商品販売………制御・計測用電子機械器具、変電設備機械器具、工作機械器具、情報通信機械器具、冷凍・空

調機械器具、昇降機・監視制御装置

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,165百万円であります。

その主なものは、提出会社本社の総務部等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、9,238百万円であります。

その主なものは、提出会社での余資運用資金、長期投資資金（投資有価証券）、繰延税金資産及び管理部門に

係る資産等であります。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

 （会計方針の変更）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（４）の記載のとおり、当連結会計年度より

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、電気設備工事で売上高が1,468百万円増加し、営業利益が３百万

円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。

　　

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

　当社は、事業本部を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、「電気設備工事事業」、「商品販

売事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「電気設備工事事業」は、屋内線工事、送電線工事、発変電工事、通信工事、空調工事を行っております。「商

品販売事業」は、制御・計測用電子機械器具、変電設備機械器具、工作機械器具、情報通信機械器具、冷凍・空

調機械器具、昇降機・監視制御装置を販売しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高は市場

実勢価格に基づいております。　

　また、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」１に記載のとおり、当連結会計年度より

原価項目の表示の範囲を一部変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、電気設

備工事で当連結会計年度の報告セグメントの利益が6百万円減少しております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報　　

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）　　

　

　

　

　報告セグメント　　
　

調整額

（百万円）　

（注）１　

　

連結財務諸表

計  上  額

（百万円）

（注）２

電気設備工事

（百万円）　

商品販売　

（百万円）　

計

（百万円）　

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 31,317 7,738 39,056 ― 39,056

　セグメント間の内部売上高

  又は振替高
― 266 266 △266 ―

計 31,317 8,005 39,323 △266 39,056

セグメント利益　 1,481 48 1,529 △1,165 364

セグメント資産　 12,920 3,933 16,853 9,238 26,092

その他の項目　

　

　減価償却費　

　

　有形固定資産及び無形固定

　資産の増加額

　

　

　

50

　

　

7

　　

　

　

　

　1　

　

　

0

　

　　

　

　

52　

　　

　

7

　

　　

　

　

69

　

　

74

　

　　　

　

　

122　

　

　

82

　

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額△1,165百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△1,165百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

（２）セグメント資産の調整額9,238百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産9,238

百万円が含まれております。全社資産は、主に提出会社での余資運用資金、長期投資資金（投資

有価証券）、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。　
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）　

　

　

　

　報告セグメント　　
調整額

（百万円）　

（注）１　

連結財務諸表

計  上  額

（百万円）

（注）２

　

電気設備工事

（百万円）　

　

商品販売　

（百万円）　

　

計

（百万円）　

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 29,078 8,692 37,771 ― 37,771

　セグメント間の内部売上高

  又は振替高
― 463 463 △463 ―

計 29,078 9,156 38,235 △463 37,771

セグメント利益　 1,309 167 1,477 △1,140 337

セグメント資産　 14,160 5,004 19,164 9,469 28,634

その他の項目　

　

　減価償却費　

　

　有形固定資産及び無形固定

　資産の増加額

　

　　

　

47　

　

　　　

20　

　　

　

　　

　

2　

 

　

4　　

　

　

　

 

50　

　　

　　　

25

　

　

　　　　

　

87　

　

　

211　

　

　

　

　

137　

　　　

　

236　　

　

（注）１．調整額は以下の通りであります。

（１）セグメント利益の調整額△1,140百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△1,140百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

（２）セグメント資産の調整額9,469百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産9,469

百万円が含まれております。全社資産は、主に提出会社での余資運用資金、長期投資資金（投資

有価証券）、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。　

　　　

【関連情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　 電気設備工事 商品販売 合計

　 （百万円） （百万円） （百万円）

外部顧客への売上高 29,078 8,692 37,771

　

　　　　　　２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。　

　

(2）有形固定資産

日本 中国 合計

（百万円） （百万円） （百万円）

　　　　　　　　　　　　1,959 288 　　　　　　　　　　　 2,248　

　

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名
売上高

関連するセグメント　　
（百万円）

三菱電機㈱ 6,298電気設備工事　
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

電話加入権の一部につきまして、売却予定資産として電気設備工事から全社資産へグルーピングを見直し、

回収可能価額まで減額し、減損損失13百万円を認識いたしました。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

（追加情報）

　当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）及

び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）を

適用しております。　

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
の割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社 三菱電機㈱

東京都

千代田

区

175,820
電気機械器

具製造販売

（被所有）

直接　　51.5

間接　 　0.4

電気設備工事

の受注並びに

商品の仕入

（販売代理店

・特約店）

役員の兼任

電気設備工

事の受注

（完成工事

高）

4,292

完成工事

未収入金

1,472

(40）

未成工事

受入金
130

資金の貸付 1,441短期貸付金 1,441

商品の仕入 3,207買掛金 614

仕入割戻及

び仕入値引
293未収入金 65

電気工事材

料他の仕入
496工事未払金 428

（注）１．電気設備工事の取引金額のうち、工事進行基準による受注取引金額（完成工事高）は、790百万円でありま

す。

２．完成工事未収入金の（　）内は外数で、三菱電機クレジット㈱に債権譲渡した金額であります。

３．本表の取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）電気設備工事の受注は、当社から見積書を提示し、請負金額を交渉の上、決定しております。

(2）商品の仕入（仕入割戻及び仕入値引を含む）、電気工事材料他の仕入は、市場価格を参考に交渉の上、決定してお

り、他の販売代理店と同様の取引条件であります。

(3）資金の貸付は、資金の集中管理を目的とした三菱電機グループ国内キャッシュ・マネジメント・システムへの加入

により預け入れ（貸付）したものであります。

なお、資金の融通は日々行われており、貸付金の利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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(イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

種類
　

会社等の名
称又は氏名

所在地
　

資本金又
は出資金
（百万円）
　

事業の内容
又は職業
　

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係　

取引の
内　容　
　

取引金額
（百万円）
　

科目
　
　

期末残高
（百万円）

　

同一の親

会社を持

つ会社

三菱電機住

環境システ

ムズ㈱

東京都

台東区
2,627

照明電材及

び住宅設備

機器の販売

（被所有）

　直接　0.1　
商品の仕入

商品の仕入 3,054買掛金 788

仕入割戻 735未収入金 188

三菱電機ビ

ルテクノ

サービス㈱

東京都

千代田

区

5,000

　

昇降機設

備、冷熱機

器等の保守

・修理、ビ

ルの総合管

理サービス

（被所有）

　直接　0.1　

電気設備工事

の受注並びに

商品の仕入

(販売代理店

・特約店)

電気設備工

事の受注

(完成工事

高）

196

受取手形 15

完成工事

未収入金
124

商品の売上 206売掛金 39

電気設備工

事の材料他

の仕入

231

支払手形 1

工事未払金

　
237

商品の仕入 311
支払手形 20

買掛金 118

（注）　本表の取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）電気設備工事の受注は、当社から見積書を提示し、請負金額を交渉の上、決定しております。

(2) 商品の売上は、市場価格を参考に交渉の上、決定しております。

(3) 電気設備工事の材料他の仕入は、当社が見積書の提示を受け、請負金額を交渉の上、決定しております。

(4) 商品の仕入（仕入割戻を含む）は、市場価格を参考に交渉の上、決定しており、他の特約店と同様の取引条件であり

ます。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

三菱電機㈱（東京証券取引所、大阪証券取引所、ユーロネクストアムステルダム（オランダ）、フランク

フルト（ドイツ）及びロンドン（イギリス）に上場）

　

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
の割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社 三菱電機㈱

東京都

千代田

区

175,820
電気機械器

具製造販売

（被所有）

直接　　51.4

間接　 　0.4

電気設備工事

の受注並びに

商品の仕入

（販売代理店

・特約店）

役員の兼任

電気設備工

事の受注

（完成工事

高）

6,298

完成工事

未収入金

3,115

(69）

未成工事

受入金
133

資金の貸付 894短期貸付金 894

商品の仕入 3,825買掛金 694

仕入割戻及

び仕入値引
388未収入金 74

電気工事材

料他の仕入
275工事未払金 273

（注）１．電気設備工事の取引金額のうち、工事進行基準による受注取引金額（完成工事高）は、1,337百万円でありま

す。

２．完成工事未収入金の（　）内は外数で、三菱電機クレジット㈱に債権譲渡した金額であります。

３．本表の取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）電気設備工事の受注は、当社から見積書を提示し、請負金額を交渉の上、決定しております。

(2）商品の仕入（仕入割戻及び仕入値引を含む）、電気工事材料他の仕入は、市場価格を参考に交渉の上、決定してお

り、他の販売代理店と同様の取引条件であります。

(3）資金の貸付は、資金の集中管理を目的とした三菱電機グループ国内キャッシュ・マネジメント・システムへの加入

により預け入れ（貸付）したものであります。

なお、資金の融通は日々行われており、貸付金の利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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(イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

種類
　

会社等の名
称又は氏名

所在地
　

資本金又
は出資金
（百万円）
　

事業の内容
又は職業
　

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係　

取引の
内　容　
　

取引金額
（百万円）
　

科目
　
　

期末残高
（百万円）

　

同一の親

会社を持

つ会社

　

三菱電機住

環境システ

ムズ㈱

東京都

台東区
2,627

照明電材及

び住宅設備

機器の販売

（被所有）

　直接　0.1　
商品の仕入

商品の仕入 3,279買掛金 846

仕入割戻 846未収入金 233

三菱電機ビ

ルテクノ

サービス㈱

東京都

千代田

区

5,000

　

昇降機設

備、冷熱機

器等の保守

・修理、ビ

ルの総合管

理サービス

（被所有）

　直接　0.1　

電気設備工事

の受注並びに

商品の仕入

(販売代理店

・特約店)

電気設備工

事の受注

(完成工事

高）

197
完成工事

未収入金

　

　28

　

商品の売上 252売掛金 53

電気設備工

事の材料他

の仕入

629
工事未払金

　

　

657

　

商品の仕入 94
支払手形 21

買掛金 90

三菱電機

(中国)有限

公司

中国

北京市

　

3,365

万US＄　

電気機械

器具販売

（被所有）

―　

事務所賃料

の受取
受取家賃 20 前受金 1

（注）　本表の取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）電気設備工事の受注は、当社から見積書を提示し、請負金額を交渉の上、決定しております。

(2) 商品の売上は、市場価格を参考に交渉の上、決定しております。

(3) 電気設備工事の材料他の仕入は、当社が見積書の提示を受け、請負金額を交渉の上、決定しております。

(4) 商品の仕入（仕入割戻を含む）は、市場価格を参考に交渉の上、決定しており、他の特約店と同様の取引条件であり

ます。

(5) 事務所賃料は、市場価格を参考に交渉の上、決定しております。　

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

三菱電機㈱（東京証券取引所及びロンドン（イギリス）に上場）

　

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 648.21円 644.35円
１株当たり当期純利益金額 7.92円 6.82円

　
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

　　　　　　同左

（注）　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

 　
前連結会計年度

（平成22年３月31日）
当連結会計年度

（平成23年３月31日）
連結貸借対照表の純資産額の部の合計額（百万円） 11,565 11,492

普通株式に係る純資産額（百万円） 11,537 11,461

差額の主な内訳（百万円） 　 　

少数株主持分 28 31

普通株式の発行済株式数（千株） 17,940 17,940

普通株式の自己株式数（千株） 141 152

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

17,798 17,787

　        

２．１株当たり当期純利益金額

　
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当期純利益（百万円） 140 121

普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─

普通株式に係る当期純利益（百万円） 140 121

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,802 17,792

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

  

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,257　 1,217　 1.497 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ―　 ―　 ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 8　 15　 ─ ─

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く。）
―　 ―　 ― ―

リース債務（１年以内に返済予定のものを除

く。）
24　 39　 ─ 平成24年～27年

その他有利子負債 ―　 ―　 ― ―

合計 1,289　 1,271　 ─ ―

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度に配

分しているため、記載しておりません。

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 15　 11　 8　 4　

　 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100

分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載を省略しております。　

　

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

　
第１四半期

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

第２四半期
自平成22年７月１日
至平成22年９月30日

第３四半期
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

第４四半期
自平成23年１月１日
至平成23年３月31日

売上高（百万円） 6,181 9,137 9,559 12,891

税金等調整前四半期純利益金

額又は税金等調整前四半期純

損失金額（△）（百万円）

△487 147 178 555

四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（百万円）
△318 68 88 282

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△17.87 3.84 4.96 15.90
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,255 2,027

受取手形 1,568 2,262

完成工事未収入金 ※1
 11,775

※1
 12,852

売掛金 1,864 2,432

未成工事支出金 158 125

商品 469 377

関係会社短期貸付金 1,441 894

前払費用 2 8

未収入金 ※1
 268

※1
 324

繰延税金資産 372 450

その他 92 289

貸倒引当金 △55 △34

流動資産合計 20,213 22,012

固定資産

有形固定資産

建物 2,820 2,762

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,813 △1,826

建物（純額） 1,007 935

構築物 120 120

減価償却累計額及び減損損失累計額 △96 △98

構築物（純額） 24 21

機械及び装置 28 6

減価償却累計額 △17 △1

機械及び装置（純額） 11 4

車両運搬具 39 39

減価償却累計額 △38 △38

車両運搬具（純額） 1 0

工具、器具及び備品 585 577

減価償却累計額 △551 △546

工具、器具及び備品（純額） 34 31

土地 883 861

リース資産 4 6

減価償却累計額 △0 △1

リース資産（純額） 4 5

有形固定資産合計 1,965 1,860

無形固定資産

ソフトウエア 21 43

リース資産 27 47

ソフトウエア仮勘定 － 129

その他 28 15

無形固定資産合計 77 235
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,629 1,581

関係会社株式 19 19

関係会社出資金 578 578

破産更生債権等 342 334

長期前払費用 3 1

敷金及び保証金 207 196

長期預金 200 200

前払年金費用 － 1,016

繰延税金資産 386 385

その他 527 255

貸倒引当金 △374 △366

投資その他の資産合計 3,521 4,203

固定資産合計 5,564 6,299

資産合計 25,777 28,311

負債の部

流動負債

支払手形 768 860

工事未払金 ※2
 7,267

※2
 8,115

買掛金 ※2
 2,124

※2
 3,030

短期借入金 1,130 1,130

リース債務 8 15

未払金 ※2
 333

※2
 415

未払費用 52 69

未払法人税等 103 332

未払消費税等 361 －

未成工事受入金 ※2
 474

※2
 534

預り金 442 94

賞与引当金 422 424

完成工事補償引当金 10 8

工事損失引当金 243 423

その他 64 243

流動負債合計 13,806 15,698

固定負債

退職給付引当金 60 758

役員退職慰労引当金 135 99

リース債務 24 39

その他 160 154

固定負債合計 379 1,052

負債合計 14,186 16,750
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,520 1,520

資本剰余金

資本準備金 1,070 1,070

資本剰余金合計 1,070 1,070

利益剰余金

利益準備金 312 312

その他利益剰余金 8,698 8,691

別途積立金 7,610 7,610

繰越利益剰余金 1,088 1,081

利益剰余金合計 9,011 9,003

自己株式 △40 △43

株主資本合計 11,561 11,551

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 29 9

評価・換算差額等合計 29 9

純資産合計 11,591 11,560

負債純資産合計 25,777 28,311
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高

完成工事高 30,904 28,914

商品売上高 7,738 8,692

売上高合計 38,642 37,607

売上原価

完成工事原価 ※3, ※5
 29,417

※3, ※5
 25,741

商品売上原価

商品期首たな卸高 498 469

当期商品仕入高 6,861 7,913

商品他勘定振替高 266 465

商品期末たな卸高 ※2
 484 377

商品売上原価 6,608 7,540

売上原価合計 ※1
 36,025

※1
 33,281

売上総利益

完成工事総利益 1,487 3,173

商品売上総利益 1,130 1,152

売上総利益合計 2,617 4,325

販売費及び一般管理費

役員報酬 141 107

従業員給料手当 731 1,692

賞与引当金繰入額 88 213

退職給付費用 55 113

役員退職慰労金 － 0

役員退職慰労引当金繰入額 40 38

法定福利費 143 323

福利厚生費 63 122

修繕維持費 33 24

事務用品費 33 59

通信交通費 105 186

動力用水光熱費 17 23

調査研究費 12 13

広告宣伝費 8 33

貸倒引当金繰入額 103 0

交際費 41 80

販売促進費 7 7

寄付金 0 26

地代家賃 72 153

減価償却費 63 88

租税公課 72 75

保険料 50 55

運搬費 169 195

雑費 189 356

販売費及び一般管理費合計 ※3
 2,246

※3
 3,993

営業利益 370 332
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（単位：百万円）

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業外収益

受取利息 2 1

有価証券利息 － 0

受取配当金 19 19

受取家賃 30 31

仕入割引 － 0

投資有価証券売却益 － 12

受取保険金 30 10

債務勘定整理益 39 0

雑収入 14 43

営業外収益合計 136 117

営業外費用

支払利息 18 18

売上割引 23 26

固定資産除却損 7 5

投資有価証券評価損 － 6

賃貸費用 13 11

商品廃棄損 ※2
 15 －

為替差損 24 －

雑支出 3 17

営業外費用合計 104 85

経常利益 402 364

特別利益

固定資産売却益 3 4

役員退職慰労引当金取崩益 － 19

貸倒引当金戻入額 － 21

特別利益合計 3 45

特別損失

減損損失 － ※4
 13

災害による損失 － 12

その他 － 0

特別損失合計 － 26

税引前当期純利益 406 382

法人税、住民税及び事業税 77 274

過年度法人税等 － 59

法人税等調整額 181 △68

法人税等合計 258 265

当期純利益 148 117
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【完成工事原価報告書】

　
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

増　減　

　
金額

（百万円）
構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）　

Ⅰ　材料費 7,989 27.1 8,579 33.3             590 
Ⅱ　労務費 370 1.3 413 1.6              43 
Ⅲ　外注費 14,116 48.0 12,340 48.0　　　　 △1,775
Ⅳ　経費 6,940 23.6 4,406 17.1          △2,533
（うち人件費） （4,582） （15.6） （2,817） （10.9）    （△1,765）

合計 29,417 100.0 25,741 100.0          △3,675 

（注）原価計算の方法は個別原価計算によっており各工事ごとに実際原価を科目集計しておりますが、工事部門

の経費（間接経費）は期中発生高を、当期発生工事直接費を基準として完成工事原価及び未成工事支出金へ

配賦しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,520 1,520

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,520 1,520

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,070 1,070

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,070 1,070

資本剰余金合計

前期末残高 1,070 1,070

当期変動額

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,070 1,070

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 312 312

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 312 312

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 7,610 7,610

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,610 7,610

繰越利益剰余金

前期末残高 1,029 1,088

当期変動額

剰余金の配当 △89 △124

当期純利益 148 117

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 59 △7

当期末残高 1,088 1,081

利益剰余金合計

前期末残高 8,952 9,011

当期変動額

剰余金の配当 △89 △124

当期純利益 148 117

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 59 △7

当期末残高 9,011 9,003
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

自己株式

前期末残高 △38 △40

当期変動額

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △1 △2

当期末残高 △40 △43

株主資本合計

前期末残高 11,503 11,561

当期変動額

剰余金の配当 △89 △124

当期純利益 148 117

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 57 △10

当期末残高 11,561 11,551

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 18 29

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10 △20

当期変動額合計 10 △20

当期末残高 29 9

評価・換算差額等合計

前期末残高 18 29

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10 △20

当期変動額合計 10 △20

当期末残高 29 9

純資産合計

前期末残高 11,522 11,591

当期変動額

剰余金の配当 △89 △124

当期純利益 148 117

自己株式の取得 △1 △2

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10 △20

当期変動額合計 68 △30

当期末残高 11,591 11,560

EDINET提出書類

株式会社弘電社(E02569)

有価証券報告書

 80/104



【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．有価証券の評価基準　

　  及び評価方法

（1）満期保有目的の債券

移動平均法による償却原価法

（定額法）

（1）満期保有目的の債券

          同左

　 （2）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

（2）子会社株式及び関連会社株式

          同左

　 （3）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均

法により算定）

（3）その他有価証券

時価のあるもの

          同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

          同左

２.たな卸資産の評価基

　 準及び評価方法

（1）未成工事支出金

　個別法による原価法

（1）未成工事支出金

          同左

　 （2）商品

移動平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下による簿

価切下げの方法）

（2）商品

          同左　

３.固定資産の減価償却

   の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物・構築物          ３年～50年

工具器具・備品        ２年～20年

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

           同左

　 （2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

           同左

　 （3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

（3）リース資産

           同左

　 なお、リース取引開始日が企業会計基準

第13号「リース取引に関する会計基

準」の適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

　

４.外貨建の資産及び負

　 債の本邦通貨への換

   算基準

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

           同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

５.引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

（1）貸倒引当金

           同左

　 （2）賞与引当金

従業員の賞与に充てるため、賞与支給見

込額を計上しております。

（2）賞与引当金

           同左

　 （3）完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備え

るため、当事業年度の完成工事高に対す

る将来の見積補償額を計上しておりま

す。

（3）完成工事補償引当金

           同左

　

（4）工事損失引当金

当事業年度末の手持工事のうち損失の

発生が見込まれ、かつ、その金額を合理

的に見積ることのできる工事について、

将来の損失に備えるため、その損失見込

額を計上しております。

（4）工事損失引当金

           同左

　 （5）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定年数

(15年)による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度より費用

処理することとしております。

また、執行役員の退職金の支給に備える

ため、事業年度末要支給額を計上してお

ります。

（5）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定年数

(15年)による定額法により按分した額

を費用処理することとしております。　

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数(15年)による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度より費

用処理することとしております。

また、執行役員の退職金の支給に備え

るため、事業年度末要支給額を計上し

ております。

（追加情報）　

　当社は、平成22年10月１日に退職給付

制度を改定し、適格退職年金制度及び

退職一時金制度から、三菱電機株式会

社グループ会社共同実施の確定給付企

業年金制度及び退職一時金制度に移行

しております。

　 （6）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく当事業年度末要支給額を

計上しております。

（6）役員退職慰労引当金

            同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

６.完成工事高及び完成工

事原価の計上基準

当事業年度に着手した工事契約から当事業年

度末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準（工

事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用して

おります。

（会計方針の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準については、

従来、請負金額100百万円以上かつ工期１年超

の工事については工事進行基準を、その他の

工事については工事完成基準を適用しており

ましたが、当事業年度より、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号　平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号　平成19年12月27日）を適用し、当事業年度

に着手した工事契約から、当事業年度末まで

の進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用しておりま

す。

　これにより、売上高は1,451百万円増加し、売

上総利益、営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益は、それぞれ11百万円減少しておりま

す。　

当事業年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。

　

７.消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。

             同左

　

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日）

             ――――――――――――― １．計上区分の変更

　組織体制の見直しに伴い、工事部門の業務を再検討

し、当事業年度より、工事原価構成項目の変更を実施い

たしました。

　この変更は、組織体制の見直しにより業務内容が明確

になったことに伴い、営業業務及び管理業務を構成す

ると判断される費用を販売費及び一般管理費として処

理することにより、完成工事高に対する完成工事原価

の把握をより適正に行うためのものであります。その

結果、完成工事原価を構成していた原価項目の一部を

当事業年度より販売費及び一般管理費に含めて表示し

ております。

　これにより、当事業年度の売上総利益は、従来の方法

によった場合に比べて1,861百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ６百万円

減少しております。
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前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日）

             ――――――――――――― ２．資産除去債務に関する会計基準の適用

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これによる当事業年度の損益に与える影響額は軽微

であります。

　

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　

            ――――――――――――――

（貸借対照表）

　前事業年度まで投資その他の資産「その他」に含めて

表示していた「前払年金費用」（前事業年度229百万

円）については、資産の総額の100分の１を超えたため当

事業年度において区分掲記しております。

（損益計算書）

　前事業年度において営業外費用の「雑支出」に含めて

表示していた「商品廃棄損」（前事業年度７百万円）及

び「為替差損」（前事業年度０百万円）については、当

事業年度において、営業外費用の総額の100分の10をそれ

ぞれ超えたため、当事業年度において区分掲記しており

ます。　

　

              ――――――――――――――　

  

【注記事項】

（貸借対照表関係）

　
前事業年度

（平成22年３月31日）
当事業年度

（平成23年３月31日）

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。

このうち関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。

　 完成工事未収入金 1,472　百万円

未収入金 65　 〃

完成工事未収入金 3,115　百万円

未収入金 74　 〃

※２ このうち関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。

このうち関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。

　 工事未払金 639　百万円

買掛金 614　 〃

未払金 55　 〃

未成工事受入金 130　 〃

工事未払金 438　百万円

買掛金 694　 〃

未払金 42　 〃

未成工事受入金 133　 〃

　３ 従業員の住宅ローンに対する保証 21　百万円 従業員の住宅ローンに対する保証 12　百万円

　４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

６行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

６行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,360百万円

借入実行残高 1,130　〃

差引額 1,230百万円

当座貸越極度額の総額 2,360百万円

借入実行残高 1,130　〃

差引額 1,230百万円
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（損益計算書関係）

　
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１ 関係会社に対するものは次のとおりであります。 関係会社に対するものは次のとおりであります。

　 仕入高（外注費を含む） 5,233　百万円 仕入高（外注費を含む） 5,294　百万円

※２ 期末商品棚卸高と貸借対照表商品残高との差額は商品

廃棄損であり営業外費用に計上しております。

            ―――――――――――――

※３ 研究開発費

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の

総額は、10百万円であります。

研究開発費

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の

総額は、10百万円であります。

※４ ―――――――――――――　　　　　 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。

　用途 種類 場所 金額

売却

予定資産
電話加入権 本社他 　13百万円

計 　13百万円

(経緯) 

当社が従来使用しておりました電話加入権の一部につ

きまして、電気設備工事から売却予定資産へグルーピ

ングを見直し、回収可能価額まで減額し、減損損失を認

識いたしました。 

(グルーピングの方法) 

原則として報告セグメントである電気設備工事、商品

販売に区分いたしました。ただし、売却予定資産、賃貸

用資産、遊休資産は、個々の物件単位でグルーピングし

ております。 

(回収可能価額の算定方法) 

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、電

話加入権については、買取業者の見積り価格に基づい

て評価しております。

※５ 売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額

　243百万円

売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額

　423百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式（注） 124,658　 9,055 400　 133,313　

合計 124,658　 9,055　 400　 133,313　

（注）１．増加9,055株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．減少400株は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものであります。

　 

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式（注） 133,313　 15,358 620　 148,051　

合計 133,313　 15,358　 620　 148,051　

（注）１．増加15,358株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．減少620株は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものであります。

　 

EDINET提出書類

株式会社弘電社(E02569)

有価証券報告書

 86/104



（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

電子計算機であります。　

無形固定資産

ソフトウエアであります。

①　リース資産の内容

有形固定資産

　同左

無形固定資産

　同左

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

②　リース資産の減価償却の方法

　　同左

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる

方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。

　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 4　 3　 0　

工具器具・備品 169　 118　 50　

ソフトウェア 18　 14　 3　

合計 192　 137　 54　

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 4　 4　 ―　

工具器具・備品 121　 99　 22　

ソフトウェア 11　 10　 1　

合計 138　 114　 24　

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 31　百万円

１年超 24　 〃

合計 55　百万円

１年内 14　百万円

１年超 10　 〃

合計 24　百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 45　百万円

減価償却費相当額 43　 〃

支払利息相当額 1　 〃

支払リース料 31　百万円

減価償却費相当額 30　 〃

支払利息相当額 0　 〃

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　　　　　　同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　　　　　　同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式19百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　 

当事業年度（平成23年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式19百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　 

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） 　　

賞与引当金 171百万円

工事進行基準に係る否認額 23〃

工事損失引当金 99〃

投資有価証券評価損 115〃

退職給付引当金 304〃

役員退職慰労引当金 54〃

貸倒引当金 141〃

減損損失 279〃

その他 70〃

繰延税金資産小計 1,261〃

評価性引当額 △487〃

繰延税金資産合計 774〃

（繰延税金負債） 　　

その他有価証券評価差額金 △15百万円

繰延税金負債合計 △15〃

繰延税金資産の純額 758〃

（繰延税金資産） 　　

賞与引当金 172百万円

工事進行基準に係る否認額 9 〃

工事損失引当金 172〃

投資有価証券評価損 112〃

退職給付引当金 310〃

役員退職慰労引当金 40〃

貸倒引当金 130〃

減損損失 265〃

その他 109〃

繰延税金資産小計 1,324〃

評価性引当額 △482〃

繰延税金資産合計 842〃

（繰延税金負債） 　　

その他有価証券評価差額金 △7百万円

繰延税金負債合計 △7 〃

繰延税金資産の純額 835〃

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整） 　　

交際費等永久に損金に算入されない項目 20.19〃

住民税均等割等 9.10〃

評価性引当金 △7.09〃

その他 0.57〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 63.46〃

　

法定実効税率 40.69％

（調整） 　　

交際費等永久に損金に算入されない項目 14.96〃

住民税均等割等 9.66〃

評価性引当金 △5.17〃

過年度法人税等 15.61〃

過年度法人税等認容 △9.10〃

その他 2.76〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 69.41〃
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 650.95円 649.76円

１株当たり当期純利益金額 8.34円 6.58円

　 　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　　　　 　同左

（注）　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

　
前事業年度

（平成22年３月31日）
当事業年度

（平成23年３月31日）

貸借対照表の純資産額の部の合計額（百万円） 11,591 11,560

普通株式に係る純資産額（百万円） 11,591 11,560

普通株式の発行済株式数（千株） 17,940 17,940

普通株式の自己株式数（千株） 133 148

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（千株）
17,806 17,791

　        

２．１株当たり当期純利益金額

　
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当期純利益（百万円） 148 117

普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─

普通株式に係る当期純利益（百万円） 148 117

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,810 17,799

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

投資有価証券
その他有価証

券

日本土地建物㈱ 34,000.00 749

㈱かわでん 600.00 54

㈱東京流通センター 20,000.00 38

㈱みずほフィナンシャルグループ 242,090.00 33

ジャパンケーブルネット㈱ 642.08 30

三菱電機ロジスティクス㈱ 20,000.00 10

東京瓦斯㈱ 20,245.00 7

関西国際空港㈱ 140.00 7

㈱ジェイコム湘南 400.00 6

三菱瓦斯化学㈱ 10,918.00 6

その他23銘柄 93,717.00 49

小計 442,752.08 992

計 442,752.08 992

　

【債券】

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円）

投資有価証券
満期保有目的

の債券

三菱ＵＦＪセキュリティーズイン

ターナショナル
300 300

三菱ＵＦＪセキュリティーズイン

ターナショナル
200 200

小計 500 500

計 500 500

　

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額（百万円）

投資有価証券
その他有価証

券

大和証券投資信託委託

アクティブ・ニッポン
43,557,412 18

国際投信投資顧問

グローバル・ソブリン・オープン

（毎月決算型）

130,147,423 70

小計 173,704,835 88

計 173,704,835 88
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 2,820 18 76 2,762 1,826 71 935

構築物 120 ― ― 120 98 2 21

機械及び装置 28 5 27 6 1 3 4

車両運搬具 39 ― ― 39 38 0 0

工具、器具及び備品 585 7 15 577 546 10 31

土地 883 ― 21 861 ― ― 861

リース資産 4 1 ― 6 1 1 5

有形固定資産計 4,482 33 141 4,374 2,513 88 1,860

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウエア ― ― ― 74 30 13 43

リース資産 ― ― ― 65 18 9 47

ソフトウエア仮勘定 ― ― ― 129 － － 129

その他 ― ― ― 17 2 0 15

無形固定資産計 ― ― ― 286 51 23 235

長期前払費用 9 0 1 8 7 1 1

（注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

リース資産 次期経営情報システム 29百万円

ソフトウエア仮勘定次期経営情報システム 125百万円

２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。

建物 新百合ヶ丘マンション売却 63百万円

土地 新百合ヶ丘マンション売却　 21百万円

３．当期末減価償却累計額又は償却累計額の欄には、減損損失累計額が含まれております。

４．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 429 34 4 59 400

賞与引当金 422 424 422 ─ 424

完成工事補償引当金 10 8 5 4 8

工事損失引当金 243 423 74 168 423

役員退職慰労引当金 135 38 54 19 99

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権に対する貸倒実績率による洗替額55百万円および回収

による取崩額４百万円であります。

２．完成工事補償引当金、工事損失引当金及び役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、未使用残高

による戻入額であります。

　

EDINET提出書類

株式会社弘電社(E02569)

有価証券報告書

 91/104



（２）【主な資産及び負債の内容】

Ⅰ　資産の部

(イ）現金預金

区分 金額（百万円）

現金    43

預金　 　

当座預金     247

普通預金     1,728

別段預金     3

振替貯金     4

小　計　     1,984

合　計     2,027

(ロ）受取手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱小泉 686

サンアルミニウム工業㈱ 204

松浦電機システム㈱ 189

稲垣機材㈱ 109

三菱化学エンジニアリング㈱ 90

その他　（注）     981

合　計 2,262

（注）　三菱電機システムサービス㈱　他

　

(b）決済月別内訳

23年４月
（百万円）

５月
（百万円）

６月
（百万円）

７月
（百万円）

８月
（百万円）

計
（百万円）

522 687 411 576 64 2,262
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(ハ）完成工事未収入金

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

三菱電機㈱ 3,115

三菱地所㈱ 1,166

三菱重工業㈱ 760

㈱大林組　 588

国立山形大学 555

その他　（注） 6,666

合　計 12,852

（注）　鹿島建設㈱　他

　

(b）滞留状況

計上期別 金額（百万円）

平成23年３月期　　　　　　　　　　　　　　計上額 11,903

平成22年３月期以前　　　　　　　　　　　　計上額 949

合　計 12,852

　

(ニ）売掛金

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

富士フイルム㈱ 430

㈱小泉 222

ＪＦＥスチール㈱ 212

サン・アルミニウム工業㈱ 199

本田技研工業㈱ 149

その他　（注） 1,218

合　計 2,432

（注）　遠藤電機㈱　他

　

(b）発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）
（Ｃ）

×100
（Ａ）＋（Ｂ）

（Ａ）＋（Ｄ）

２

（Ｂ）

365

1,864 9,435 8,867 2,432 78.5 83.1

（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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(ホ）未成工事支出金

期首残高（百万円） 当期支出高（百万円）
完成工事原価への振替高

（百万円）
期末残高（百万円）

158 25,529 25,562 125

期末残高の内訳は次のとおりであります。

材料費 11百万円 　

労務費 0百万円 　

外注費 57百万円 　

経費 56百万円 　

合　計 125百万円 　

　

(ヘ）商品

機種別 金額（百万円） 構成比（％）

制御・計測用電子機械器具 203 54.0

冷凍・空調機械器具 172 45.8

工作機械器具 0 0.0

合　計 377 100.0
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Ⅱ　負債の部

(イ）支払手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

摂陽明正㈱ 70

中立電機㈱ 68

三菱電機システムサービス㈱ 63

三栄電気工業㈱ 43

三葉電機工業㈱ 35

その他　（注） 578

合　計 860

（注）　㈱電器堂　他

　

(b）決済月別内訳

23年４月
（百万円）

５月
（百万円）

６月
（百万円）

７月
（百万円）

計
（百万円）

290 273 205 90 860

　

(ロ）工事未払金

相手先 金額（百万円）

三菱電機㈱ 273

三菱電機クレジット㈱　（注）１ 1,027

三菱ＵＦＪファクター㈱　（注）１ 861

三菱電機ビルテクノサービス㈱ 657

能美防災㈱ 208

その他　（注）２ 5,086

合　計 8,115

（注）１．三菱電機クレジット㈱及び三菱ＵＦＪファクター㈱に対する工事未払金残高は、当社の一部取引先に対する

支払業務を委託した事により、発生した支払債務等であります。

２．弘電工事㈱　他
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(ハ）買掛金

相手先 金額（百万円）

三菱電機㈱ 694

東芝三菱電機産業システム㈱ 935

三菱電機住環境システムズ㈱ 846

三菱電機クレジット㈱　（注）１ 157

三菱電機ビルテクノサービス㈱ 90

その他　（注）２ 305

合　計 3,030

（注）１．三菱電機クレジット㈱に対する買掛金残高は、当社の一部取引先に対する支払業務を委託した事により、発

生した支払債務等であります。

２．ダイコー通産㈱　他

　

(ニ）未成工事受入金

期首残高（百万円） 当期受入高（百万円）
完成工事高への振替高

（百万円）
期末残高（百万円）

474 18,418 18,358 534

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・売渡し 　

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取・売渡し手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし事故その他やむを得ない事由に

よって電子公告による公告をすることが出来ない場合は日本経済新聞に掲載する方法

により行います。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

す。

http://www.kk-kodensha.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4）株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第131期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年６月29日関東財務局長に提出

　

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成22年６月29日関東財務局長に提出　

　

(3）四半期報告書及び確認書

第132期第１四半期（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）平成22年８月２日関東財務局長に提出

第132期第２四半期（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）平成22年11月１日関東財務局長に提出

第132期第３四半期（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年１月31日関東財務局長に提出

　

(4）臨時報告書

平成22年７月１日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づ

く臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

平成22年６月29日
株式会社弘電社
取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 浅　　井　　　　　満　　㊞

　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 中　　村　　嘉　　彦　　㊞

　

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている株式会社弘電社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結
財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ
ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当
監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを
求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい
る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社弘電社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了
する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
　
追記情報
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は、請負工事に係る収
益の計上基準については、従来、請負金額100百万円以上かつ工期１年超の工事については工事進行基準
を、その他の工事については工事完成基準を適用していたが、当連結会計年度より、「工事契約に関する
会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した工事契約か
ら、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準
（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。
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＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社弘電社
の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び
運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部
統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の
記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準
拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎
として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った
記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社弘電社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示
した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の
評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。

　　　２．連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

平成23年６月27日
株式会社弘電社
取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 浅　　井　　　　　満　　㊞

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 中　　村　　嘉　　彦　　㊞

　

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている株式会社弘電社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結
財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、
連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責
任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを
求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい
る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社弘電社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了
する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
　
追記情報
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、完成工事原
価を構成していた原価項目の一部を、当連結会計年度より販売費及び一般管理費に含めて表示している。
　
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社弘電社
の平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び
運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部
統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の
記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準
拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎
として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った
記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社弘電社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示
した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の
評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。
　　　２．連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年６月29日
株式会社弘電社
取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 浅　　井　　　　　満　　㊞

　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 中　　村　　嘉　　彦　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社弘電社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第131期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社弘電社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な会計方針に記載されているとおり、会社は、請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請

負金額100百万円以上かつ工期１年超の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完

成基準を適用していたが、当事業年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成

19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19

年12月27日）を適用し、当事業年度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成23年６月27日
株式会社弘電社
取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 浅　　井　　　　　満　　㊞

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 中　　村　　嘉　　彦　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社弘電社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第132期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社弘電社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、完成工事原価を構成していた原価項目の一部を、

当事業年度より販売費及び一般管理費に含めて表示している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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